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 鳥獣は、人間の生存の基盤となっている自然環境を構成する重要な要素の一つであり、それを豊

かにするものであると同時に、人間の生活環境の保持・改善する上で欠くことのできない役割を果

たすものである。  

 しかし、今日、種によっては全国的又は地域的に生息分布の減少や消滅が進行している一方で、

特定の鳥獣による生活環境、農林水産業及び生態系に係る被害が一層深刻な状況にあることから、

これらの鳥獣の個体群管理、生息環境 管理及び被害防除対策の実施による鳥獣の 保護及び管理の一

層の推進が必要となっている。  

 第 13 次鳥獣保護管理事業計画（以下「本計画」という。）は、人と鳥 獣との適切な関係の構築及

び生物多様性の保全を基本として鳥獣を適切に保護及び管理を行うことにより、鳥獣の保護及び管

理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号）（以下「法」という。）第１条の目

的を達成するため、以下のとおり定める。  

 

第一  計画の期間  

令和 4 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日までの 5 年間とする。  

 

第二  鳥獣保護区、特別保 護地区及び休猟区に関する事項  

１   鳥獣保護区の指定  

 (1)  方  針  

①  指定に関する中長期 的な方針  

 本県に生息す る鳥獣 は、森林の多い 特質か ら森林性のもの が多く 、特に南部には ツキノ

ワグマ・ニホン ジカ・ カモシカ等の大 型哺乳 類をはじめ、多 種の森 林性鳥獣が生息 してい

る。また、吉野 山地や 奥宇陀の自然林 地帯は 、県鳥のコマド リをは じめコルリ、ジ ュウイ

チ、コノハズク等希少種を含む多種の野鳥の繁殖地であり、とりわけ標高 1600ｍ以上の亜

高山帯はルリビ タキ、 メボソムシクイ 、ビン ズイ、カヤクグ リなど 主に中部 地方以 北で繁

殖する鳥の数少な い繁殖地として重要な地域である。  

 この状況に対応するため、第 1 次から第 12 次鳥獣保護管理事業計画においては国立・国

定・県立の自然 公園の 主要地域、自然 植生が 豊富で鳥獣類の 生息繁 殖に好適な地域 、渡り

鳥の主要渡りル ート、 保護思想の普及 啓発の 場とする地域等 を対象 に鳥獣保護区の 指定・

更新を行ってきた。その結果、第 12 次鳥獣保護事業計画末において国指定 1 箇所、県指定

20 箇所、面積 38,548 ヘクタール（県面積の 10.44％）となり、各公園主 要部における鳥獣

の保護、鳥獣の 繁殖拠 点、主要渡りル ートの 鳥類の保護及び 普及啓 発 の場等が確保 されて

いる。  

 したがって 、本計画にお いては、本計画 期間中に期間満了と なる鳥獣保護区については、

原則として全て更新するものとする。なお、更新に際しては、市町村や農林水産業関係者、

土地所有者等と 十分な 調整を図るとと もに、 土 地の利用形態 や鳥獣 生息域の変化に より、

必要に応じて区域の縮小又は拡大の見直しを行う。  

 

②  指定区分ごとの方針  

 以下の指定区分ごとに、地域の実情に応じて鳥獣保護区指定の方針を記載する。  

1)森林鳥獣生息地の保護区  

 主要な地 域はほ ぼ指 定済みであ るため 、現 状維持とす る。ただ し 、鳥 獣生息 調査等 に

より、重要 な生息地や繁殖地が判明した場合は指定に努める。  

2)大規模生息 地の保護区  

 現在、県内には県指定では黒滝・大峯山系鳥獣保護区の 1 箇所を指定しているが、人

工林が多い本県においては、同保護区以外での該当地はない。  

3)集団渡来地の保護区  

 十津川村 内の二 津野 ダム周辺は 、オシ ドリ が越冬のた め飛来す る 全国有数の 集団渡来

地に該当することから、現在銃器を対象とした特定猟具使用禁止区域に指定している（令

和 12 年 10 月 31 日まで）。この措置によって現在のところ渡り鳥の捕獲 制限に十分な効

果が認めら れて い る。 したが って 、保護 区 へ の切換につ い ては今 後 の飛来状況 ・狩猟状

況に留意しつ つ検討する。  

4)集団繁殖地の保護区  

 現在のところ該当地なし。  

5)希少鳥獣生息地の保護区  

 生息状況調査等の結果を考慮して、必要であれば指定に努める。  

6)生息地回廊の保護区  
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 現在のところ該当地なし。  

7)身近な鳥獣生息地の保護区  

 原則とし て既設 の保 護区の現状 維持に 努め る。ただし 、地域住 民 等の要望が あれば、

必要な調査を行うとともに関係機関との調整を図りつつ指定に努める。  

 

 (2)  鳥獣保護区の 指 定等計画  

（第１表）  

 

区 分 

鳥獣保

護区指

定の目標 

既指定鳥

獣保護区 

(A) 

 本 計 画 期 間 に 指 定 す る 鳥 獣 保 護 区  本 計 画 期 間 に 区 域 拡 大 す る  

鳥 獣 保 護 区  

R4 
年度 

R5 R6 R7 R8 計(B) R4 
年度 

R5 R6 R7 R8 計(C)  

森林鳥獣生息地 箇所 16 16 箇 所   3 6 5 14      0 

面積 2 0, 6 0 1  2 0, 6 0 1  変動面積 ha  1 , 2 4 1  4 , 7 2 8  1 1 , 8 8 0  1 7 , 8 4 9  ha     0 

大 規 模 生 息

地  

箇所  1 箇 所    1  1      0 

面積  1 0, 6 9 4  変動面積 ha   1 0 , 6 9 4   1 0 , 6 9 4  ha     0 

集 団 渡 来 地  箇所  0 箇 所      0      0 

面積  0 変動面積 ha     0 ha     0 

集 団 繁 殖 地  箇所  0 箇 所      0      0 

面積  0 変動面積 ha     0 ha     0 

希少鳥獣生息地 箇所  0 箇 所      0      0 

面積  0 変動面積 ha     0 ha     0 

生 息 地 回 廊  箇所  0 箇 所      0      0 

面積  0 変動面積 ha     0 ha     0 

身近な鳥獣生息

地 

箇所  3 箇 所   １    １       0 

面積  4 ,8 6 9  変動面積 ha  2 , 0 5 0    2 , 0 5 0  ha     0 

計  箇所  20 箇 所   4 7 5 16      0 

面積  3 6, 1 6 4  変動面積 ha  3 , 2 9 1  1 5 , 4 2 2  1 1 , 8 8 0  3 0 , 5 9 3  ha     0 

 

本 計 画 期 間 に 区 域 縮 小 す る  

鳥 獣 保 護 区  

本 計 画 期 間 に 解 除 又 は 期 間 満 了 と な る  

鳥 獣 保 護 区  

計 画 期

間 中 の

増 △ 減

*  

計 画 終 了

時 の 鳥 獣

保 護 区 * *  

 

 

 

 

 

*  箇 所 数 に つ い て は B - E  

 面 積 に つ い て は B + C - D - E  

 

* *  箇 所 数 に つ い て は A + B - E  

  面 積 に つ い て は A + B + C - D - E  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計  

( D )  

R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計  

( E )  

     0    3  6  5  1 4  0  1 6  

h a      0  h a   1 , 2 4 1  4 , 7 2 8  1 1 , 8 8 0  1 7 , 8 4 9  0  2 0 , 6 0 1  

     0     1   1  0  1  

h a      0  h a    1 0 , 6 9 4   1 0 , 6 9 4  0  1 0 , 6 9 4  

     0       0  0  0  

h a      0  h a      0  0  0  

     0       0  0  0  

h a      0  h a      0  0  0  

     0       0  0  0  

h a      0  h a      0  0  0  

     0       0  0  0  

h a      0  h a      0  0  0  

     0    １    １  0  3  

h a      0  h a   2 , 0 5 0    2 , 0 5 0  0  4 , 8 6 9  

     0    4  7  5  1 6  0  2 0  

h a      0  h a   3 , 2 9 1  1 5 , 4 2 2  1 1 , 8 8 0  3 0 , 5 9 3  0  3 6 , 1 6 4  
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（第２表）  
 

年  度  

 

 

指 定 区 分  

 

鳥 獣 保 護 区  

 

 

変 更 区 分  

指 定 面 積 の 異 動   

変 更 後 の 指 定 期 間  

 

 

変 更 理 由  

 

 

備  考  

 

異 動 前 の

面 積  

異 動 面 積  異 動 後 の

面 積  

令 和 6 年 度  身 近 な 鳥

獣 生 息 地  

生 駒 ・ 信 貴 山  

 鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

h a  
 2 , 0 5 0  

h a  

 

h a  
 2 , 0 5 0  

令 和 6 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 6 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

神 野 山  

 鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
   3 3 4  

  
   3 3 4  

令 和 6 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 6 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

室 生  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
   3 6 9  

  
   3 6 9  

令 和 6 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 6 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

玉 置 山  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
   5 3 8  

  
   5 3 8  

令 和 6 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 6 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

 

計  
   

  ４ 箇 所  
  

 3 , 2 9 1  
  

 3 , 2 9 1  
   

令 和 7 年 度  森 林 鳥 獣

生 息 地  

二 上 山  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

h a  
   9 2 0  

h a  

 

h a  
   9 2 0  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

大 規 模  

生 息 地  

黒 滝 大 峯 山 系  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
1 0 , 6 9 4  

  
1 0 , 6 9 4  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

池 峰 池 原  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
  5 3 5  

  
  5 3 5  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

鎧 ・ 兜 岳  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
 1 , 1 1 0  

  
 1 , 1 1 0  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

下 市  

   鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
   8 8 0    

  
   8 8 0  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣  

生 息 地  

前 鬼  

   鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
  1 , 0 3 3  

  
  1 , 0 3 3  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣  

生 息 地  

白 谷 川  

   鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
    2 5 0  

  
   2 5 0  

令 和 7 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 7 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

 

計  
    

７ 箇 所  
  

 1 5 , 4 2 2  
  

1 5 , 4 2 2  
   

令 和 8 年 度  

 

森 林 鳥 獣

生 息 地  

立 里 荒 神  

  鳥 獣 保 護 区  

 

期 間 更 新  

 
 2 , 4 5 8  

  
 2 , 4 5 8  

令 和 8 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 8 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

日 張 山  

  鳥 獣 保 護 区  

     

期 間 更 新  

 
  3 0 0  

  
  3 0 0  

令 和 8 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 8 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

高 見 山  

  鳥 獣 保 護 区  

     

期 間 更 新  

 
 3 , 1 0 2  

  
 3 , 1 0 2  

令 和 8 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 8 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

金 剛 葛 城  

  鳥 獣 保 護 区  

     

期 間 更 新  

 
 4 , 1 8 4  

  
 4 , 1 8 4  

令 和 8 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 8 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

森 林 鳥 獣

生 息 地  

花 瀬 山  

  鳥 獣 保 護 区  

     

期 間 更 新  

 
 1 , 8 3 6  

  
 1 , 8 3 6  

令 和 8 年 1 1 月  1 日 か ら  

令 和 1 8 年 1 0 月 3 1 日 ま で  
  

 

計  

  

   ５ 箇 所  

  

1 1 , 8 8 0   

  

1 1 , 8 8 0  

   

 

合 計  

  

 １ ６ 箇 所  

  

3 0 , 5 9 3  

  

3 0 , 5 9 3  

   

 

２  特別保護地区の指定  

 (1)  方  針  

①  指定に関する中長期的な方針  

  国立・国定公園の最重要地域及び原生林地域等について指定を行い、第 12 次鳥獣保護

管  理事業計画末において面積 1,364 ヘクタール（国指定 838 ヘクタール・県指定 526 ヘク

ター   ル）となっている。  

   本計画に お いては、鳥獣の生息状況を把握の上、特にその生息域を保護する必要性が認  

 められた場合、適時検討 する。  

   また、計画期間中に期間満 了となる地区については再指定に努める。  

 

②  指定区分ごとの方針  

1)森林鳥獣生息地の特別保護地区  

  主要な地域 はほぼ 指定済みである ため、 現状維持とする 。ただ し、必要性が認 められ

た場合、適時検討を行う。  

2)大規模生息地の特別保護地区  

  予定なし 。ただし、必要性が認められた場合、適時検討を行う。  

3)集団渡来地の特別保護地区  

  予定なし。ただし、必要性が認められた場合、 適時検討を行う。  

4)集団繁殖地の特別保護地区  

  予定なし。ただし、必要性が認められた場合、適 時検討を行う。  

5)希少鳥獣生息地の特 別保護地区  

  予定なし。ただし、必要性が認められた場合、適時検討を行う。  
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6)生息地回廊の特別保護地区  

  予定なし。ただし、必要性が認められた場合、適時検討を行う。  

7)身近な鳥獣生息地の特別保護地区  

  予定なし。ただし、必要性が認められた場合 、適時検討を行う。  

 

(2)  特別保護地区指定計画  

（第３表）  
 

 

区             分  

 

 

特 別 保 護  

地 区 指 定  

の 目 標  

 

既 指 定

特 別 保

護 地 区  

( A )  

 

 

 

 

本 計 画 期 間 に 指 定 す る 特 別 保 護 地 区  

 

本 計 画 期 間 に 区 域 拡 大 す る  

特 別 保 護 地 区  

 

R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計 ( B )  R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計

( C )  

森林鳥獣生息地 箇 所         3  3  箇   所    1   1  2       0  

面 積       5 2 6  5 2 6  変 動 面 積  h a   9 3   5 4  1 4 7     h a      0  

大規模生息地 箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

集 団 渡 来 地  箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

集 団 繁 殖 地  箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

希少鳥獣生息地 箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

生 息 地 回 廊  箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

身近な鳥獣繁殖

地 

箇 所   0  箇   所       0       0  

面 積   0  変 動 面 積  h a      0     h a      0  

計  

 

箇 所   3  箇   所    1   1  2       0  

面 積   5 2 6  変 動 面 積  h a   9 3   5 4  1 4 7     h a      0  

 

本 計 画 期 間 に 区 域 縮 小 す る 特 別 保 護

地 区  

 

本 計 画 期 間 に 解 除 又 は 期 間 満 了 と な る 特

別 保 護 地 区  

 

計 画 期

間 中  

△ 減 *  

計 画 終 了 時 の

特 別 保 護 地 区  

    * *  

 

*  箇 所 数 に つ い て は B - E  

  面 積 に つ い て は B + C - D - E  

* *箇 所 数 に つ い て は A + B - E  

面 積 に つ い て は A + B + C - D - E  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計 ( D )  

 

R 4  

年 度  

R 5  

 

R 6  

 

R 7  

 

R 8  

 

計 ( E )  

 

        0     1   1  2         0              3  

h a         0    h a   9 3   5 4  1 4 7         0            5 2 6  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0        0         0  0  

h a         0    h a      0         0  0  

        0     1   1  2  0              3  

h a         0    h a   9 3   5 4  1 4 7  0          5 2 6  
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（第４表）  

 指 定 の 対 象 と な る 鳥 獣 保 護 区  特 別 保 護 地 区  特 別 保 護 指 定 区 域   

備 考  指  定  区  分  鳥 獣 保 護 区

名 称  

面   積  指 定 期 間  指 定 面 積  指 定 期 間  指 定 面 積  指 定 期 間  

 

令 和 6 年 度  

 

 

計  

 

森林鳥獣生息地 

 

 

 

室 生  

鳥 獣 保 護 区  

 

1 箇 所  

 

3 6 9 h a  

 

 

3 6 9 h a  

 

令 和 6 年 1 1 月  1

日 か ら 令 和 1 6 年

1 0 月 3 1 日 ま で  

 

9 3 h a  

 

 

9 3 h a  

 

令 和 6 年 1 1 月  1

日 か ら 令 和 1 6 年

1 0 月 3 1 日 ま で  

 

h a  

 

 

 

 

年  月  日 か

ら  

年  月  日 ま

で  

 

再 指 定  

 

 

 

令 和 8 年 度  

 

 

計  

 

森林鳥獣生息地 

 

 

 

立 里 荒 神  

鳥 獣 保 護 区  

1 箇 所  

 

 

2 , 4 5 8 h a  

 

 

2 , 4 5 8 h a  

 

令 和 8 年 1 1 月  1 日

か ら 令 和 1 8 年 1 0 月

3 1 日 ま で  

 

 

5 4 h a  

 

 

5 4 h a  

 

令 和 8 年 1 1 月  1 日

か ら 令 和 1 8 年 1 0 月

3 1 日 ま で  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再 指 定  

 

 

 

 

合  計  

  

2 箇 所  

 

2 , 8 2 7 h a  

  

1 4 7 h a  

    

  

 ３  休猟区の指定  

  (1)  方針  

 休猟区は、本 来狩猟 鳥獣の減少の著 しい地 域に指定し、狩 猟資源 の回復を図る制 度であ

るが、シカ、イ ノシシ 等の狩猟鳥獣に よ る、 農林水産業被害 が減少 していない状況 にある

ことから、本計 画にお いては予定はし ない。 ただし、必要性 が認め られた場合、狩 猟鳥獣

の生息状況を把握しながら、必要最小限で指定する。  

 

 ４  鳥獣保護区の整備等  

  (1)  方針  

     ①  標識・案内板及び解説板の設置  

 標識について は、鳥 獣保護区及び特 別保護 地区の区域が明 確にな るよう、当該保 護区の

地理的条件、面 積等を 勘案して 保護区 境界の 要所に設置し、 案内板 については、保 護区の

主要な場所に設 置する よう努める。ま た、区 域内に生息する 主な鳥 獣の種類を図 示 した解

説板を特別保護地区を中心に設 置するように努める。  

   ②  採餌、営巣等の環境の整備等  

1) 天然林が豊 かな地 域においては、 極力人 工工作物は排除 し、給 餌等の人為的行 為につ

いても希少種に対して他に手段がない場合などに限り、必要最小限の範囲で行う。  

2) 天然林の減 少によ り野生生物の生 息区域 が減退している 区域に あっては、必要 に応じ

て広葉樹造林を行うなど、区域内の森林資源内容の充実に 努める。  

3) 愛鳥思想の 普及・ 啓発を目的とし て指定 している鳥 獣保 護区に あっては、巣箱 の設置

を行うとともに、立 地条件に応じた食餌植物の植栽に努 める。  

   ③  巡視等の管理  

 鳥獣保護管理 員及び 鳥獣行政担当職 員等で 定期的に巡視を 行い、 標識等に欠損等 が生じ

た場合は、必要に応じて補充するよう努める。  

     ④  保全事業  

 予定なし。ただし、必要性が認められた場合、適時検討を行う。  

 

  (2)  整備計画  

     ①  管理施設の設置  

（第５表）  

 

区   分  

 

現   況  

 

令和 4～ 8 年度  

 

標識類の整備  

 

  必要に応じて補充整備  

 

   既設保護区での補充整備  

 

管理棟等の整備  

 

 

  該当なし  

 

 

   該当なし  
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   ②  調査、巡視等の計画  

（第６表）  

 

区   分  

 

令和 4～ 8 年度  

 

 

管理員等  

 

 

箇所数  

 

20 箇所  

 

人数  

 

22 人  

 

 管理のための調査の実施  

 

 

鳥獣保護管理員による巡視  

 

 

第三  鳥獣の人工増殖及び放鳥獣に関する事項  

１  鳥獣の人工増殖  

 (1)  方針  

 本県においては、生息分布が極めて限られている等、人工増殖を必要とする鳥獣はないの

で、第 12 次鳥獣保護管理事業計画と同様、人工増殖は実施しない。  

 (2)  人工増殖計画  

 該当なし。  

 

２  放鳥獣  

 (1)  方針  

 ニホンキジの 放鳥については、第１次鳥獣保護管理計画～第 12 次鳥獣保護管理計画にお

いて実施してきたが、第 13 次鳥獣保護管理事業計画においては実施しない。  

 (2)  放鳥計画及び種鳥の入手計画  

     計画なし。  

 (3)  放獣計画  

  計画なし。  
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第四  鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に関する事項  

１  鳥獣の区分と保護及び管理の考え方  

 (1)  希少鳥獣  

①  対象種  

 法第 2 条第 4 項に基づき環境大臣が定めるものであって、環 境省が作成したレッドリス

トにおいて、絶 滅危惧 ⅠＡ、ⅠＢ類 及 びⅡ類 に該当する鳥獣 及び奈 良県版レッドリ ス トに

おいて、絶滅寸前種、絶滅危惧種、希少種に該当する鳥獣とする。  

②  保護及び管理の考え方  

 生息状況、生 息環境 の把握に努める 。必要 に応じ、種及び 地域個 体群の保護のた めの施

策を講じるものとする。  

 オオタカにつ いては 、これまでの絶 滅のお それのある野生 動植物 の種の保存に関 する法

律（平成 4 年法律第 75 号。以下、「種の保存法」という。）による捕獲等の規制 に加え、

飼養・流通につ いても 学術研究等に限 定する 等の制限により 保護を 図ってきた。個 体数の

回復に伴い、オ オタカ は種の保存法の 国 内希 少野生動植物 種 から解 除される ことと なった

が、本県におい ては引 き続き奈良県版 レッド リストにおいて 希少種 に位置付けてい る。海

外産のオオタカ の流通 動向等から高い 市場価 値が認められる 種であ ると考えられる ため、

オオタカの違法 捕獲等 の助長を防止す る措置 を講ずることに より、 継続的な保護及 び管理

に努める。  

 

 (2)  狩猟鳥獣  

①  対象種  

 法第 2 条第 7 項に基づき定めた鳥獣とする。  

②  保護及び管理の考え方  

 生息状況、生 息環境 、被害状況等の 把握に 努める。 生活環 境、農 林水産業又は生 態系に

係る被害を及ぼす ものについては、被害防止対策を推進するものとする。  

 なお、個体数 が著し く減少し、地域 個体群 の維持に支障が 認めら れる場合には、 必要に

応じて捕獲等の制限を行う等地域個体群の存続を図るものとする。  

 

 (3)  指定管理鳥獣  

①  対象種  

 法第 2 条第 5 項に基づき定めた鳥獣とする。  

②  管理の考え方  

   生息状況や被害状況等の把握に努め、必要に応じて、第二種特定鳥獣管理計画（以下「第

二種特定計画」 という 。）に基づく指 定管理 鳥獣捕獲等事業 実施計 画を作成し、指 定管理

鳥獣捕獲等事業を実施し、個体群の管理を推進する。  

 

 (4) 外来鳥獣等  

①  対象種  

 本県に本来生息地を有しておらず、人為的に外部から導入された鳥獣とする。  

②  管理の考え方  

 必要に応じて 、生息 状況、生息環境 、被害 状況等の把握に 努める 。生活環境、農 林水産

業又は生態系に 係る被 害を及ぼすもの につい ては、根絶又は 抑制す るための積極的 な狩猟

及び有害鳥獣捕獲を推進し、被害の防止を図る。  

 

  (5)  一般鳥獣  

①  対象種  

 本県に生息する希少鳥獣、狩猟 鳥獣、指定管理鳥獣、外来鳥獣等以外の鳥獣とする。  

②  保護及び管理の考 え方  

 生息状況、生 息環境 、被害状況等の 把握に 努める。必要に 応じて 希少 鳥獣及び狩 猟鳥獣

の保護管理に準じた対策を講じるものとする。  

 

 ２  鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等に係る許可基準の設定  

 (1)  許可しない場合の基本的考え方  

  以下の場合においては、許可をしないものとする。  

①  捕獲後の処置の計画等に照らして明らかに捕獲の目的が異なると判断される場合  

②  捕獲等 又は採 取等に よって特 定の鳥 獣の地 域個体群 に絶滅 のおそ れを生じ させた り 、絶 滅
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のおそれを著し く増加 させるなど鳥獣 の保護 に重大な支障を 及 ぼす おそれのある場 合。た

だし、人為的に 導入さ れた鳥獣により 生態 系 に係る被害が生 じてい る地域又は 新た に人為

的に導入された 鳥獣の 生息が認められ 、今後 被害が予想され る地域 において、当該 鳥獣に

よる当該地域の 生態系 に係る被害を防 止する 目的で捕獲等又 は採取 等をする場合は この限

りではない。  

③  鳥獣の 生息基 盤であ る動植物 相を含 む生態 系を大き く変化 させる など、捕 獲等又 は採取 等

によって生態系の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるような場合  

④  捕獲等 又は採 取等に よ って第 二種特 定計画 に係る鳥 獣の管 理に重 大な支障 を及ぼ すおそ れ

があるような場合  

⑤  捕獲等 又は採 取等に 際し、住 民の安 全の確 保又は社 寺境内 、墓地 における 捕獲等 を認め る

ことによりそれらの場所の目的や意義の 保持に支障を及ぼすおそれがあるような場合  

⑥  特定猟 具使用 禁止区 域内で特 定猟具 を使用 した捕獲 等を行 う場合 であって 、特定 猟具の 使

用によらなくて も捕獲 等の目的が達せ られる 場合、又は、特 定猟具 使用禁止区域内 におけ

る特定猟具の使 用に伴 う危険の予防も しくは 法第９条第３項 第４号 に規定する指定 区域の

静穏の保持に著しい支障が生じ る場合  

⑦  法第 36 条及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化 に関する法律施行規則（以下「規則」

という。）第 45 条に危険猟法として規定される猟法により捕獲等を行う場合。ただし、法

第 37 条第１項の環境大臣の許可を受けた者については、この限りではない。  

 

 (2) 許可に当たっての条件の考え方  

 捕獲等又は採取等の 許可に当たっての条件 は、期間の限定、捕獲 する区域の限定、捕獲 方

法の限定、鳥獣の種類 及び数の限定、捕獲物 の処理の方法、捕獲等 又は採取等を行う区域 に

おける安全の確保・静 穏の保持、捕獲を行う 際の周辺環境への 配慮 及び適切なわなの数量 の

限定、見回りの実施方法等について付す ものとする。  

 特に、住居と隣接し た地域において捕獲等 を許可する場合には、 住民 の安全を確保する 観

点から適切な条件を付すものとする。  

 また、第二種特定計 画に係る鳥獣の管理の ために必要がある場合 においては、適切な条 件

を付すものとする。  

 

 (3) わなの使用に当たっての許可基準  

   わなを使用した捕獲許可申請においては、以下の基準を満たすものとする。  

①  イノシシ、ニホンジカ及びツキノワグマ以外の獣類の捕獲を目的とする許可申請の場合  

1)くくりわなを使用した方法での許可申請の場合は、原則として輪の直径が 12 センチメー

トル以内であり、締付け防止金具を装着したものであるこ と。  

2)とらばさみ を 使用し た方法での許可 申請の 場合は、鋸歯が なく、 開いた状態にお ける内

径の最大長は 12 センチメートルを超えないものであり、衝撃緩衝器具を装着したもので

あること。  

②  イノシシ及びニホンジカの捕獲を目的とする許可申請の場合  

 くくりわなを使用した方法での許可申請は、 ①の規制に加えて、 ワイヤーの直径が 4 ミ

リメートル以上 であり 、よりもどしを 装着し たものであるこ と。な お、ツキ ノワグ マの保

護管理重点地域以外の地域においては、輪の直径が 12 センチメートル以内とする制限を解

除する。  

③  ツキノワグマの捕獲を目的とする許 可申請の場合  

 はこわなに限るものとする。  

 

 (4) 保護の必要性が高い種又は地域個体群に係る捕獲許可の考え方  

 生息数が少なく保護 の必要性が高い種又は 地域個体群に係る捕獲 許可は特に慎重に取り 扱

うものとし、継続的な 捕獲が必要になる場合 は、生息数や生息密度 の推定に基づき、捕獲 数

を調整するなど適正な捕獲が行われるよう計画的に行わせるものとする。  

 このような種につい ては、 特に被害の防止 を目的とした有害鳥獣 捕獲と紛らわしい形態 を

装った不必要な捕獲等 の生じることのないよ う指導するとともに、 地域の関 係者の理解の 下

に、捕獲した個体を 、 被害が及ぶおそれの少 ない地域へ放獣させる など、生息数の確保に 努

めることも検討するものとする。  

 種の保存法の国内希 少野生動植物種から解 除されたオオタカにつ いては、原則、鳥獣の 管

理を目的とする捕獲を 認めない。ただし、被 害防除対策を講じても 被害が顕著であり、被 害

を与える個体が特定さ れている場合には、捕 獲を認めることとする 。なお、捕獲後、その 個
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体を飼養する場合には 、一般流通による密猟 の助長を防止する観点 から、当面 の間、公的 機

関による飼養を前提とする場合に限り、捕獲を認めることとす る。  

 

（ 5) 鉛中毒が生じる蓋然性が高いと認められる地域に係る捕獲許可の考え方  

捕獲実施区域と水鳥又は希少猛禽類の生息地が重複しており、科学的な見地から、鉛中毒を防

止するため、鳥獣の捕獲等に当たっては、鉛が暴露しない構造・素材の銃弾を使用し、又は捕獲

個体の搬出の徹底を指導する。  

 

２－１  学術研究を目的とする場合  

 (1) 学術研究  

①  研究の目的及び内容  

   次の 1)から 4)までのいずれにも該当するものであること。  

1)主たる目的が、 理学、農学、医学、薬学等に関する学術研究であること。  

 ただし、 学術研 究が 単に付随的 な目的 であ る場合は、 学術研究 を 目的とした 行為とは

認めない。  

2)鳥獣の捕獲等 又は鳥 類の卵の採取を 行う以 外の方法では、 その目 的が達成するこ とがで

きないと認められること。  

3)主たる内容が鳥獣の生態、習性、行動、食性、生理等に関する研究であること。  

  また、適正な全体計画の下でのみ行われるものであること。  

4)研究により得 られた 成果が、学会又 は学術 誌等により、原 則とし て、 一般に公表 される

ものであること。  

②  許可対象者  

  理学、農学、医学 、薬学等に関する調査研究を行う者又はこれらの者から依頼を受けた

者。  

③  鳥獣の種類・数  

  必要最小限の種類又は数（羽、頭、個）。  

④  期間  

 1 年以内。  

⑤  区域  

 必要最小限の 区域と し、原則として 、特定 猟具使用禁止区 域及び 特定猟具使用制 限区域

（当該区域にお いて特 定猟具に指定さ れてい る猟具を使用す る場合 に限る。）並び に規則

第 7 条第 1 項第 7 号イからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必要が認められる場

合はこの限りではない。  

⑥  方法  

 次に掲げる条 件に適 合するものであ ること 。ただし、他に 方法 が なく、やむを得 ない事

由がある場合は、この限りではない。  

1)法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止されている猟法ではないこと。  

2)殺傷又は損傷 （以下 「殺傷等」とい う。） を伴う捕獲方法 の場合 は、研究の目的 を達成

するために必要最小限と認められるものであること。  

⑦  捕獲等又は採取等後の措置  

 原則として、次に掲げる条件に適合するものであること。  

1)殺傷等を伴う 場合は 、研究の目的を 達成す るために必要最 小限と 認められるもの である

こと。  

2)個体識別等の 目的で タ グ又は標識の 装着、 体の一部の切除 、マイ クロチップの皮 下へ の

埋め込み等を行う場合は、当該措置が鳥獣の生態に著しい影響を及ぼさな いものであり、

かつ研究の目的を達 成するために必要であると認められるものであること。  

3)電波発信機、 足環の 装着等の鳥獣へ の負荷 を伴う措置につ いては 、目的を達成す るため

に当該措置が必要最小限であると認められるものであること。  

なお、電波 発信機 を装 着する場合 には、 原則 として、必 要期間経 過 後短期間の うちに脱

落するものであること。  

 

 (2) 標識調査（環境省足環を装着する場合）  

①  許可対象者  

 国もしくは都 道府県 の鳥獣行政事務 担当職 員又は国もし く は都道 府県より委託を 受けた

者（委託を受けた者から依頼された者を 含む。）。  

②  鳥獣の種類・数  
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 原 則 と し て 、 標 識 調 査 を 主 た る 業 務 と し て 実 施 し て い る も の に あ っ て は 、 鳥 類 各 種 各

2,000 羽以内、 3 年以 上継続して標 識調査を 目的とした捕 獲許可を 受けている者 にあって

は、同各 1,000 羽以内、その他の者にあっては同各 500 羽以内。ただし、特に必要が認め

られる種については、この限りではない。  

③  期間  

 原則として 1 年以内とする。  

④  区域  

 原則として、規則第 7 条第 1 項第 7 号イからチまでに掲げる区域は除く。  

 ただし、特に 必要が認められる場合は、この限りではない。  

⑤  方法  

 原則として、網、わな又 は手捕りとする。  

 

２－２  鳥獣の保護を目的とする場合  

 (1) 第一種特定鳥獣保護計画 （以下「第一種特定計画」という。） に基づく鳥獣の保護  

 原則として以下の許 可基準によるほか、第 一種特定計画の目的が 適正に達成されるよう 行

われるものとする。  

①  許可対象者  

 国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（農林振興事務所の職員を含む。）、第一種

特定計画に基づく事業の受託者そ の他特に必要と認められる者。  

②  鳥獣の種類・数  

 第一種特定 計画の目標の達成のために適切かつ合理的な数（羽、頭、個）であること。  

③  期間  

 第一種特定計 画の達 成を図るために 必要か つ適切な期間と するこ と。なお、複数 年にわ

たる期間を設定する場合には、第一種特定計画の内容を踏まえ適切に対応すること。  

④  区域  

 第一種特定計画の達成を図るために必要かつ適切な区域とすること。  

⑤  方法  

 可能な限り対象鳥獣の殺傷等を防ぐ観点から適切な方法をとること。  

 

 (2) 鳥獣の保護に係る行政事務の遂行の目的  

①  許可対象者  

 国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（農林振興事務所の職員を含む。）。  

②  鳥獣の種類・数  

 必要と認められる種類及び数（羽、頭、個 )。  

③  期間  

 1 年以内。  

④  区域  

 申請者の職務上必要な区域。  

⑤  方法  

原則として、法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止されている猟法は認めない。ただし、他の方

法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。  

 

 (3) 傷病により保護を要する鳥獣の保護の目的  

①  許可対象者  

 国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（農林振興事務所の職員を含む。）、鳥獣保護管

理員、その他特に必要と認められる者。  

②  鳥獣の種類・数  

 必要と認められる種類及び数（羽、頭、個 )。  

③  期間  

 1 年以内。  

④  区域  

 必要と認められる区域。  

⑤  方法  

原則として、法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止されている猟法は認めない。ただし、他の方

法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。  
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２－３  鳥獣の管理を目的とする場合  

 (1) 第二種特定計画に基づく鳥獣の数の調整を目的とする場合  

①  許可対象者  

1) 原則として、銃器を使用する場合は第一種銃猟免許を所持する者（空気銃を使用する場合に

あっては第一種銃猟免許又は第二種銃猟免許を所持する者）、又は銃器の使用以外の方法によ

る場合は網猟免許又はわな猟免許を所持する者であること。ただし、銃器の使用以外の方法に

よる法人に対する許可であって、以下の１．から４．の条件を全て満たす場合は、狩猟免許を

受けていない者も許可対象者とすることができる。  

１．従事者の中に猟法の種類に応じた狩猟免許所持者が含まれること  

２．当該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲 技術、安全性等が確保さ れ

ていると認められること  

 ３．当該免許を受 けていない者が当該免許を受けている者の監督下で捕獲を行うこと  

 ４．当該法人が地域の関係者と十分な調整を図っていると認められること     

2) 捕獲等又は採取等の効率性及び安全性の向上を図る観点から、捕獲実施者には被害の発生地域

の地理及び鳥獣の生息状況を把握している者が含まれるように指導すること。  

3) 捕獲実施者の数は必要最小限であるとし、さらに被害の発生状況に応じて、共同又は単独によ

る捕獲等又は採取等による捕獲方法が  適切に選択されていること。  

②  鳥獣の種類・数  

 捕獲等又は採取等の数は、第二種特定計画の目標の達成のために適切かつ合理的な数（羽、頭、

個）とすること。  

③  期間  

1) 第二種特定計画の達成を図るために必要かつ適切な期間とすること。  

なお、複数年にわたる期間を設定する場合には、第二種特定計画の内容を踏まえ適切に対応する

こと。 

2) 捕獲等又は採取等の対象以外の鳥獣の保護及び繁殖に支障がある期間は避けるよう考慮するこ

と。  

3) 狩猟期間中及びその前後における許可については、一般の狩猟又は狩猟期間の延長と誤認され

ることがないよう、許可を受けた者に対しては、捕獲区域の周辺住民等の関係者への事前周知を

徹底させる等、適切に対応すること。  

④  区域  

 第二種特定計画の達成を図るために必要かつ適切な区域とすること。  

⑤  方法  

1) 空気銃を使用した捕獲等は、鳥獣を負傷させた状態で取り逃がす危険性があるため、大型獣類

についてはその使用を認めない。  

ただし、取り逃がす危険性の少ない状況において使用する場合については、この限りではない。 

2) 鉛製銃弾を対象とした法第 15 条第１項に基づく指定猟法禁止区域及び法第 12 条第１項又は第

２項に基づく鉛製銃弾の使用を禁止している区域にあっては禁止された鉛製銃弾 は使用しない

ものとする。  

3) 猛禽類の鉛中毒を防止するため、鳥獣の捕獲等に当たっては、鉛が暴露する構造・素材の銃弾

は使用しないよう努めるものとする。  

 

 (2) 鳥獣による 生活 環境、農林水 産業又は 生態系に係る 被害（以 下「被害」と いう。） の防止

を目的とする場合  

①  被害の防止の目的での捕獲の基本的考え方  

 被害の防止の目的で の 捕獲は、被害が現に 生じている場合だけで なく、そのおそれがあ る

場合についても許可するものとする。  

 その捕獲は、原則と して被害防除 対策によ っても被害が防止でき ないと認められるとき に

行うものとする。  

②  鳥獣による被害発生予察表の作成  

 鳥獣による被害は、 その地域の状況によっ て加害鳥獣の種類、加 害時期、その程度など が

異なる。従って、それらの対応も 一様では図れない。そこで、以下のとおり予察表を作成し、

被害の未然防止に資することとする。  
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1) 被害発生予察表（代表的な被害例）  

（第７表）  

 

加 害 鳥 獣 名  

 

被 害 農 林

水 産 物 等  

 

被 害 発 生 時 期 

 

被 害 発 生 地 域  

 ４

月  

５

月  

６

月  

７

月  

８

月  

９

月  

1 0 月  1 1 月  1 2 月  １

月  

２

月  

３

月  

キ ジ バ ト 豆 類 、 野 菜              県 下 一 円  

バ ト   〃                  〃  

カ ラ ス   〃                  〃  

ス ズ メ 水 稲                  〃  

ヒ ヨ ド リ 果 実 、 野 菜                  〃  

ム ク ド リ    〃                  〃  

カ ワ ウ 養 殖 魚 、放 流

魚  
                〃  

ア オ サ ギ    〃                  〃  

イ ノ シ シ 

 

水 稲 、 野 菜 、

果 樹 、 穀 類 、

筍  

             
    〃  

ニ ホ ン ジ カ 

 

水 稲 、 野 菜 、

果 樹 、 ス ギ 、

ヒ ノ キ 等  

             
    〃  

ノ ウ サ ギ ス ギ 、ヒ ノ キ

等  
                〃  

ニ ホ ン ザ ル 

 

野 菜 、 穀 類 、

椎 茸 、 果 樹  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈 良 市 、 山 辺 郡 、 吉 野

郡 、 五 條 市 、 宇 陀 市 、

宇 陀 郡  

ア ラ イ グ マ 

 

野 菜 、果 樹 等              県 下 一 円  

 

 

2)  被害発生予察表に係る方針等  

 被害等のおそ れがあ る場合に実施す る 予察 による有害鳥獣 捕獲（ 以下 「予察捕獲 」とい

う。）は、被害 発生予 察表（第７表） で示し た鳥獣（地域 的 に孤立 しており、地域 レベル

の絶滅のおそれ の高い 地域個体群は除 く。） を対象 として、 常時捕 獲を行い生息数 を低下

させる必要があ るほど 強い害性が認め られる 場合のみ許可す るもの とする。ただし 、指定

管理鳥獣及び外来鳥獣等についてはこの限りではない。  

 予察捕獲を実 施する に当たっては、 鳥獣の 種類別、四半期 別及び 地域別による被 害発生

予察表を作成するものとする。被害発生予察表の作成に当たっては、過去 5 年間の鳥獣に

よる被害等の発 生 状況 及び鳥獣の生息 状況に つい て、地域の 実情に 応じ、学識経験 者等科

学的見地から適 切な助 言及び指導を 行 うこと のできるものの 意見を 聴取しつつ、調 査及び

検討を行うものとする。  

 また、被害発 生予察 表においては、 被害発 生のお それのあ る地区 ごとに、農林水 産物の

被害や作付け等 の状況 、鳥獣の生息状 況の推 移等を勘案し、 被害・ 影響の発生地域 、時期

等の予察をする ものと する。さらに、 捕獲等 又は採取等の数 の上限 を設定するなど 、許可

の方針を明らかにするものとする。  

 なお、被害発 生予察 表に係る被害の 発生状 況 については、 毎年点 検し、その結果 に基づ

き必要に応じて予察 捕獲の実施を調整するなど適切に対処するものとする。  

 

  ③  鳥獣の適正管理の実施  

1)  方針  

 農林水産業等 の健全 な発展と鳥獣の 保護及 び管理 との両立 を図る ため、総合的、 効果的

な防除方法、 狩 猟を含 む個体群管理等 、鳥獣 の適正な管理方 法を検 討し、所要の対 策が講

じられるよう努めるものとする。  

 また、鳥獣の 保護管 理のための実施 体制の 充実に努めるも のとす る。特に狩猟者 につい

ては、鳥獣の保 護及び 管理のための担 い手と して、その確保 に努め るとともに、新 たな個

体数調整の体制についても検討を進めるものとする。  

 さらに、人が 排出す る生ごみ等が、 鳥獣に よる被害の誘因 となっ ていることに鑑 み、被

害の防止の観点 から、 生ごみ等の適正 な処理 や餌やり行為の 防止に ついても必要な 指 導を

行うとともに、鳥獣の生態や習性に関する知 識の普及を含め、周知徹底を図ることとする。 
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2)  防除方法の検討、個体群管理の実施等の計画  

（第８表）   

対象鳥獣名 年  度  防除方法の検討、個体数管理の実施等  備  考  

 
ニホンジカ 

 

 

令 和 4 年 度 か

ら 令 和 8 年 度

ま で  

 

各 種 検 討 を 行 う 。  
第 二 種 特 定 計 画 に 沿 っ て 被 害 防 止 対 策 を 実 施 す る 。  

 

 

 

 
イノシシ 

 

 

令 和 4 年 度 か

ら 令 和 8 年 度

ま で  

 

各 種 検 討 を 行 う 。  
第 二 種 特 定 計 画 に 沿 っ て 被 害 防 止 対 策 を 実 施 す る 。  

 

 

 
ニホンザル 

 

 

令 和 3 年 度 か

ら 令 和 7 年 度

ま で  

 

各 種 検 討 を 行 う 。  
第 二 種 特 定 計 画 に 沿 っ て 被 害 防 止 対 策 を 実 施 す る 。  

 

 

 

 

 ④  被害の防止の目的での捕獲についての許可基準の設定  

1) 方針  

 被害の防止の 目的で の 捕獲のための 捕獲許 可は、被害等の 状況等 及び防除対策の 実施状

況を的確に把握 し、そ の結果、被害が 生じて いるか又はその おそれ があり、原則と して防

除対策によっても被害が防止できないと認められるときに行うものとする。  

  狩猟鳥獣 、ニ ホ ンザ ル、 ド バト 以 外の 鳥 獣 につ い ては 、 被害 が 生 じる こ とは 稀 であ り、

従来の許可実績 もごく 僅少であること に鑑み 、これらの鳥獣 につい ての有害鳥獣捕 獲を目

的とした捕獲許可は、特に慎重に取り扱うものとする。  

 また、有害鳥 獣捕獲 と紛らわしい形 態を装 った不必要な捕 獲の生 じることのない ように

指導するものとする。  

 指定管理鳥獣 及び外 来鳥獣等による 被害の 防止を図る場合 におい ては、当該鳥獣 の積極

的な捕獲を行う ものと する。そこで、 防護柵 等の別の被害対 策を講 じることなく、 また、

被害および被害の予察の有無に関わらず、捕獲許可を出すことができるものとする。  

 

2) 許可基準  

 被害の防止の 目的で の 捕獲等又は採 取等の 許可をする場合 の基準 は 、次の方針に より、

許可対象者、鳥獣の種類・数、期間 、区域及び方法等について設定するものとする。  

１．許可対象者及び捕獲実施者  

 許可対象 者は、 鳥獣 の被 害を受 けてい る者 （以下「被 害者」と い う。）、被 害者から

依頼を受けた個人若しくは法人 （法第 9 条第 8 項に規定する「 国、地方公共団体、法第

18 条の 5 第 2 項第 1 号に規定する認定鳥獣捕獲等事業者、環境大臣の定める法人（農業

協同組合、 同連合 会、 農業共済組 合、同 連合 会、森林組 合、同連 合 会、生産森 林組合、

漁業協同組合、同連合会）」をいう。以下同じ。）とする。  

  捕獲 実施 者 （ 「 被 害 者、 被 害 者か ら 依 頼を 受け た 個 人、 被 害 者か ら依 頼 を 受け た 法 人

の従事者」 をいう 。） は、銃器を 使用す る場 合には第一 種銃猟免 許 を所持する 者（空気

銃を使用す る場合 にあ っては第一 種銃猟 免許 又は第二種 銃猟免許 を 所持する者 ）、銃器

の使用以外 の方法 によ る場合には 網猟免 許又 はわな猟免 許を所持 す る者とし、 さらに 一

定期間有害 鳥獣捕 獲に 用いる捕獲 方法の 狩猟 者登録を継 続して受 け ている者、 及び規則

第 67 条第 2 項で定める狩猟災害共済又は狩猟損害保険に加入している者とする。  

 ただし、 農林業 被害 の防止の目 的で農 林業 者が自らの 事業地内 に おいて、囲 いわなを

用いてイノ シシ、 ニホ ンジカその 他 の鳥 獣を 捕獲する場 合は、狩 猟 免許を所持 していな

い者も捕獲実施者になることができる。  

 アライグ マ、ハ クビ シン、ヌー トリア 、カ ラス、ドバ ト等の小 型 の鳥獣につ いては、

住宅等の土 地・建 物内 に おける被 害を防 止す る目的で当 該土地・ 建 物内にお い て、また

は 農 林 業 被 害 の 防 止 の 目 的 で 農 林 業 者 が 自 ら の 事 業 地 内 に お い て 捕 獲 す る 場 合 で あ っ

て、１日に １回以 上の 見回りをす る等、 錯誤 捕獲等によ り鳥獣の 保 護に重大な 支障を生

じないと認 められ る場 合、小型の はこわ な若 しくはつき 網を用い て 又は手捕 り により 捕

獲する場合は、狩猟免許を所持していない者 も捕獲実施者になることができる。  

 アライグ マの捕 獲に 係る法人に 対する 許可 にあたって は、銃器 以 外の方法に よる場合

であって、 捕獲実 施者 の中にわな 猟免許 所持 者が含まれ 、かつ、 現 に有効な狩 猟免許を

所持し、原 則とし て過 去５年以上 有害鳥 獣捕 獲に用いる 捕獲方法 の 狩猟者登録 を継続し

て受けてい る者が いる 場合は、捕 獲実施 者に わな猟免許 を有して い ない者を含 むことが

できるもの とする 。こ の場合、わ な猟免 許を 所持してい ない者は 、 わな猟免許 所持者の
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同行及び監督下で捕獲を行うこととする。  

 法人に対 する許 可で あって、以 下のア から エの条件 を 全て満た す 場合は、狩 猟免許を

受けていない者を許可対象者とすることができる。  

ア  従事者の中に猟法の種類に応じた狩猟免許所持者が含まれること  

イ  当該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲技術、安全性等が確保

されてい ると認められること  

ウ  当該免許を受けていない者が当該免許を受けている者の監督下で捕獲を行うこと  

エ  当該法人が地域の関係者と十分な調整を図っていると認められること   

 国 が 自 ら 経 営 管 理 す る 国 有 林 野 及 び 官 行 造 林 地 等 に お い て 実 施 す る 有 害 鳥 獣 捕 獲  

にあっては、次の各号の条件を満たす者を捕 獲実施者とすることができる。  

(１ ) 森林管理署・森林管理事務所等当該捕獲等実施機関に勤務する者。  

(２ ) 狩猟免許を有する者又は当  該森林管理局等で開催する「鳥獣保護及び狩猟の適正

化に関する研修」を過去３年以内に受けた者。  

 

２．鳥獣の種類・数  

ア  有害鳥 獣捕獲 対象 鳥獣の種類 は、現 に被 害を生じさ せ、又は そ のおそれの ある種と

する。  

イ  鳥類の 卵の採 取等 の許可は、 現に 被 害を 発生させて いる鳥類 を 有害鳥獣捕 獲するこ

とが困難 であり 、鳥類 の捕獲等 だけで は 被害 の防止の 目的 が 達成で きない場 合、又は

建築物等 の汚染 等を防 止す るた め巣を 除去す る必要が ある場 合で、 併せて卵 を採取等

しなければ被害を防止する目的が達成できない場合に限る。  

ウ  捕獲等又は採取等の数は、被害の防止の目的を達成するために必要最小限の数（羽、

頭、個）とする。  

 ただし 、指定 管理鳥 獣及び 外 来鳥獣 等に係 る被害防 止を目 的とす る場合に は、上記

ア～ウは適用しない。  

 

３．期間  

ア  有害鳥 獣捕獲 の実 施期間は、 原則と して 被害が生じ ている時 期 のうち、最 も効果的

に有害鳥 獣捕獲 が実施 できる時 期であ って、 被害の防 止の目 的を達 成するた めに 必要

かつ適切な期間とする。  

イ   有害鳥獣捕獲 対象以外の鳥獣の繁殖に支障がある期間は避けるよう考慮する。  

ウ  狩猟期 間の前 後に おける有害 鳥獣捕 獲の 許可につい ては、狩 猟 期間の延長 と誤認さ

れるおそれがあるため、原則として許可しないものとする。  

エ  予察捕 獲の許 可に ついては、 被害発 生予 察表（第７ 表）に基 づ き計画的に 行うよう

努めるものとする。  

 

４．区域  

ア  有害鳥 獣捕獲 の実 施区域は、 被害の 発生 状況に応じ 、その対 象 となる鳥獣 の行動圏

域を踏ま えて 被 害の発 生してい る区域 又は 被 害の発生 するお それの ある必要 最小限の

区域とする 。   

イ  被害が 複数の 市町 村にまたが って発 生 す る場合にあ っては、 被 害の状況に 応じ市町

村を越え て共同 して広 域的に有 害鳥獣 捕獲を 実施する など、 捕獲が 効果的に 実施され

るよう市町村を助言するものとする。  

ウ  鳥獣保 護区又 は休 猟区におけ る有害 鳥獣 捕獲を目的 とした捕 獲 許可は、鳥 獣の管理

の適正な 実施が 確保さ れるよう に行う ものと し、この 場合、 他の鳥 獣の繁殖 に支障が

生じない よう配 慮する ものとす る。特 に、集 団渡来地 、集団 繁殖地 、希少鳥 獣生息地

の保護区 等鳥獣 の保護 を図るこ とが特 に必要 な地域に あって は、捕 獲許可に ついて慎

重な取扱い をするものとする。  

 また、 慢性的 に著し い被 害が 見られ る場合 は、鳥獣 の生息 状況等 を踏まえ 、被害防

除対策及び生息環境の改善等の重点的な実施を検討することとする。  

 

５．方法  

ア  空気銃 を使用 した 有害鳥獣捕 獲は鳥 獣を 負傷させた 状態で取 り 逃がす危険 性がある

ため、大 型の獣 類につ いてはそ の使 用 を認め ない。た だし、 はこわ な、くく りわなで

の捕獲後 の止め さし等 、取り逃 がす危 険性の 少ない状 況にお いて使 用する場 合につい

てはこの限りではない。  
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イ  鉛製銃弾を対象とした法第 15 条第 1 項に基づく指定猟法禁止区域及び法第 12 条第

1 項又は第 2 項に基づく鉛製銃弾の使用を禁止している 区域にあっては禁止された鉛

製銃弾は使用しないものとする。  

ウ  猛禽類 の鉛中 毒を 防止するた め、鳥 獣の 捕獲等に当 たっては 、 鉛が暴露す る構造・

素材の装弾は使用しないよう努めるものとする。  

エ  有害鳥 獣捕獲 の対 象となる鳥 獣の嗜 好す る餌を用い た捕獲 方 法 をとり、結 果として

被害の発生の遠因を生じさせることのないよう指導を行うものとする。  

 
６．本県における許可権限ごとの鳥獣種別許可基準は第９表のとおりとする。  

（第９表）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の鳥獣以外の捕獲許可の日数は、必要かつ適切な期間とする。  

 

 

許 
可 
権 
者 

 

 
 

鳥 獣 名 

 

 

許    可    基    準 

 

 
被害農林水産物

等 

 

 

 

 
備  考 

 

 

 
方   法 

 

 
区 域 

 

 
時   期 

 

 
日  数 

 

１ 人 当

り 捕 獲

等 羽

(頭)数  

 
許可対象者 

     

 
留
意 
事
項 

 

 
 
 
 
  
市 
 
町 
 
村 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス ズ メ  
 
 
 
 
 
銃 

器 

 網   

 

 

 

 

 
被 害 防 

止 の た 

め に 必 

要 最 小 

限 の 区 

域 

 
被 害 発 生

時期(第７

表参照) 

 

 (農作物に

ついては､

播種期･発 

芽期･収穫

期等） 

 

３カ月以内 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
被 害 状

況 に よ

り決定 

 
○ 被 害 者  

○ 被 害 者 か ら 依 頼

さ れ た 個 人  

○ 被 害 者 か ら 依 頼

さ れ た 法 人  

・国 

・地方公共団体 

・認定鳥獣捕獲等事業者 

・環境大臣の定める法人 

・農業協同組合 

・農業協同組合連合会 

・農業共済組合 

・農業共済組合連合会 

・森林組合 

・森林組合連合会 

・生産森林組合 

・漁業協同組合 

・漁業協同組合連合会 

 水稲、生活環境等  
 

カ  ワ  ウ 
養殖魚、放流魚、 
生活環境等 

 

キ ジ バ ト 豆類、野菜、 
生活環境等 

カ ラ ス 網 

捕獲箱 

 

３カ月以内 

捕 獲 箱 に つ

い て は ６ カ

月以内 

ド バ ト 豆類、野菜、 
生活環境等 

 

ム ク ド リ
ヒ ヨ ド リ 

網 

 

３カ月以内 

 

果実、野菜、 
生活環境等 

 
ニ ホ ン ザ ル 

 

捕獲檻 

 

 

 

 

 

 

６カ月以内 

野菜、穀類、椎茸、 
果樹、生活環境等 

 

  
ノ ウ サ ギ 

く く り

わな 

 

スギ、ヒノキ、 
生活環境等 

イ ノ シ シ 捕獲柵 

捕獲檻 

く く り

わな 

  

 

 
通年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水稲、穀類、筍、
野菜、果樹、 
生活環境等 

ニ ホ ン ジ カ 水稲、 野菜、果樹、 
スギ、ヒノキ、 
生活環境等 

アライグマ 捕獲檻 

 

野菜、果樹等、 
生態系、 
生活環境等 

アライグマ 
ハクビシン 
ヌートリア 
カラス 
ドバト等の小
型の鳥獣 

小型の箱わな 

つき網 

手捕り 

住 宅 等

の 土 地

・建物内 

 上記鳥獣以

外は必要か

つ適切な期

間 

 

 

   生活環境等  ・狩猟免許を所持してな

くても許可できる。 

・許可対象者が地方公共

団体の場合は許可の日

数は１年以内。 

   
知 
 
事 

 

 

ツキノワグマ 

 

銃

器 

   

捕獲檻 

  銃 器 に つ い 

て は １ 年 以

内 

捕 獲 檻 に つ

い て は １ カ

月以内 

  
○市町村 

  
スギ、ヒノキ、 
果樹、養蜂、 
生活環境等 

・人身に危険が予想され

る場合のみ、銃器による

許可。 

・奈良県ツキノワグマ保

護管理計画に基づく。 

 



 - 16 - 

 ⑤  被害の防止の目的での捕獲の適正化のための体制の整備等  

 被害の防止の目的で の 捕獲の適正化及び迅 速化を図る ため、 関係 市町村及び 農林漁業者 等

の関係者に対する被害 の防止の目的での 捕獲 制度の周知徹底を図る とともに、次に掲げる 措

置を実施するものとする。  

1) 方針  

１．捕獲隊の編成  

 銃器を使 用して 有害 鳥獣捕獲を 実施す る場 合、その地 域ごとに 捕 獲隊を編成 し、実施

するよう指 導する 。そ の 際、捕獲 隊員の 選定 については 、技術 の 優 れた者、有 害鳥獣捕

獲のための出動の可能 な者等が隊員として編成されるよう指導するものとする。  

 また、広 範囲に わた り被害を及 ぼすお それ のある鳥獣 の有害鳥 獣 捕獲につい ては、隣

接する市町村間で捕獲日を統一して実 施するよう助言するも のとする。  

 さらに、当該市 町村 内では捕獲 隊の編 成が 困難な場合 等におい て は、市町村 の境界を

越えた広域 捕獲隊 を編 成し、その 実施者 の養 成・確保に 努めるよ う 関係市町村 に対して

助言するものとする。  

２．関係者間の連携強化  

 地域での 有害鳥 獣捕 獲の充実を 図るた め、 農林業従事 者による 被 害対策のた めの狩猟

免許取得促進を図る。  

 また、鳥獣 行政と農林水産行政の連携を一層推進する。  

３．被害防止体制の充実  

 被害が慢 性的に 発生 している地 域にあ って は、必要に 応じて、 鳥 獣の出現状 況の把握

・連絡、防 護柵等 防除 技 術の普及 、追い 払い 等 の被害対 策を行う 体 制の整備、 効果的な

取組事例の 紹介、 被害 実態等の県 民への 情報 提供により 、的確な 情 報伝達及び 効果的な

被害防止が図られるよう関係市町村に対して助言するものとする。  

 

2) 捕獲隊編成指導の対象鳥獣名及び対象地域  
（第１０表）  

 
対象鳥獣名  

 
対  象  地  域  

 
備  考  

 

被害発生予察

表（第７表）

に掲げる鳥獣 

 

  被害発生市町村  

 

 

 

3) 指導事項の概要  

 指導に当たっ ての留 意事項は、「④ 被害の 防止の目的での 捕獲に ついての許可基 準の設

定」に記載のとおりとす る。  

 

２－４  その他特別の事由の場合  

 (1) 博物館、動物園その他これに類する施設における展示の目的  

①  許可対象者  

 博物館、動物園等の公共施設の飼育・研究者又はこれらの者から依頼を受けた者。  

②  鳥獣の種類・数  

 必要最小限の種類及び数（羽、頭、個 )。  

③  期間  

 6 カ月以内。  

④  区域  

 原則として、規則第 7 条第 1 項第 7 号のイからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必

要が認められる場合はこの限りでない。  

⑤  方法  

 原則として、法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止されている猟法は認めない。ただし、他に方

法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。  

 

 (2) 愛玩のための飼養の目的  

        許可しないこととする。  

 

 (3) 養殖している鳥類の過度の近親交配の防止  
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①  許可対象者  

 県内に住所を有する者で、鳥類の養殖を行っている者又はこれらの者から依頼を受けた者。  

②  鳥獣の種類・数  

 人工養殖が可能と認められる種類で、必要最小限の数 (羽、個 )。  

③  期間  

 6 カ月以内。  

④  区域  

 原則として、規則第 7 条第 1 項第 7 号のイからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必

要が認められる場合はこの限りでない。  

⑤  方法  

 網、わな又は手捕り。  

 

 (4) 鵜飼漁業への利用  

①  許可対象者  

 鵜飼漁業者又はこれらの者から依頼を受けた者。  

②  鳥獣の種類・数  

 必要最小限。  

③  期間  

 6 カ月以内。  

④  区域  

 原則として、規則第 7 条第 1 項第 7 号のイからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必

要が認められる場合はこの限りでない。  

⑤  方法  

 手捕り。ただし、他に方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。  

 

 (5) 伝統的な祭礼行事等に用いる目的  

①  許可対象者  

 祭礼行事、伝統的生活様式の継承に係る行為（いずれも、現在まで継続的に実施されてきた

ものに限る）の関係者又はこれらの者から依頼を受けた者（登録狩猟等他の目的による捕獲又

は採取により、当該行事等の趣旨が達成できる場合を除く。）。  

②  鳥獣の種類・数  

 必要最小限の種類及び数（羽、頭、個 )。捕獲し、行事等に用いた後は放鳥獣とする（致死さ

せることによらなければ行事等の趣旨を達成できない場合を除く。）。  

③  期間  

 30 日以内。  

④  区域  

 原則として、規則第 7 条第 1 項第 7 号のイからチまでに掲げる区域は除く。ただし、特に必

要が認められる場合はこの限りでない。  

⑤  方法  

 原則として、法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止されている猟法は認めない。ただし、他に方

法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。  

 

 (6) 前各号に掲げるもののほか公益上の必要があると認められる目的  

 捕獲等又は採取等の 目的に応じて個々の事 例ごとに判断するもの とす る。なお、環境教 育

の目的、環境影響評価 のた めの調査目的、被 害防除対策事業等のた めの個体の追跡の目的 で

行う捕獲等又は採取等は、学術研究の捕獲許可基準に準じて取り扱うものとする。  

 

３  その他、鳥獣の捕獲等及び 鳥類の卵の採取等の許可に関する事項  

 

３－１   捕獲許可した者への指導  

（ 1）捕獲物又は採取物の処理等  

 処理方法については 、 申請の際に明らかに するよう指導する。ま た、捕獲物等は 鉛中毒 事

故等の問題を引き起こ すことのないよう、原 則として持ち帰ること とし 、やむを得ない場 合

は生態系に影響を与え ないような適切な方 法 で埋設することにより 処理し、山野に放置す る

ことのないよう指導す るものとする（適切な 処理が困難な場合又は 生態系に影響を及ぼす お

それが軽微な場合として規則第 19 条で定められた場合を除く。）。さら に、捕獲物等が 、鳥
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獣の保護管理に関する 学術研究、環境教育な どに利用できる場合は 努めてこれを利用する よ

う指導するものとする。豚熱（ CSF）等、感染症の拡大が懸念される場合は、捕獲作業を実施

する際に十分な防疫措 置をとって捕獲・処理 を行うよう指導する。 被害防止目的で捕獲 さ れ

た外来鳥獣については 、その捕獲目的と生態 系への影響に 鑑み、捕 獲後に放鳥獣しないよ う

指導する。  

 また、捕獲物等は、 違法なものと誤認され ないようにする。特に 、クマ類及びカモシカ に

ついては違法に輸入さ れたり国内で密猟され た個体の流 通を防止す る観点か ら、目印票（ 製

品タッグ）の装着により、国内で適法捕獲された個体であることを明確にさせるものとする。 

 なお、捕獲個体を致 死させる場合は、でき る限り苦痛を与えない 方法によるよう指導す る

ものとする。  

 さらに、錯誤捕獲し た個体については原則 として所有及び活用は できない こと、放鳥獣 の

検討を行うこと、狩猟 鳥獣以外にあっては捕 獲 された個体を生きた まま譲渡する場合には 飼

養登録等の手続きが必 要となる場合があるこ と、また、捕獲許可申 請に記載された捕獲個 体

の処理の方法が実際と異なる場合には法第 9 条第 1 項違反となる場合があるこ とについて、

あらかじめ申請者に対して十分周知を図るものとする。  

 

（ 2）従事者の指揮監督  

法人に捕獲許可 する場 合は当該法人に よる従 事者の指揮監督 の適正 を期するため、 それぞ

れの従事者が行う捕獲 行為の内容を具体的に 指示するとともに、従 事者の台帳を整備する よ

う十分に指導する。  

 

（ 3）危険の予防  

  捕獲等又は採取等 の実施に 伴う錯誤捕獲 や事故の発生防止に万 全の対策を 講じさせる とと

もに、事前に広報その他の方法により、関係地域住民への周知を図らせるものとする。  

 また、必要に応じて安全確保のための人 員配置を行う等万全 の対策を講じさせる。  

 

（ 4）錯誤捕獲の防止  

 ツキノワグマの生息 地域においてわなを設 置する場合については 、ツキノワグマの好む エ

サの使用を避けるなど 、留意事項を周知する よう努めるものとする 。また、ツキノワグマ の

錯誤捕獲に対して迅速 かつ安全な放獣が実施 できるように、 事前の 放獣体制の構築及び放 獣

場所の確保に努めるものとする。  

 

３－２  許可権限の市町村長への委譲  

 奈良県知事の権限に属する被害の防止を図るための捕獲等又は鳥類の卵の採取等（以下「有

害鳥獣捕獲」という。 ）を目的とした捕獲許 可に係る 権限の一部に ついて は、地域住民の 被

害に対する要望に対し より迅速な対応を図る ため、市町村に委譲す るものとする。委譲対 象

となる鳥獣及び捕獲目 的等については、生息 状況及び被害状況等地 域の実情を踏まえ条例 で

定める。  

 また、市町村とは連 携を密にし、許可事務 の執行状況の把握に努 めるとともに、 必要に 応

じて助言するものとする。  

 

３－３  鳥類の飼養登 録  

 (1)  方針  

 これまでメジロに限 り１世帯に１羽のみ愛 玩のための飼養を目的 とした捕獲を認めてい た

が、平成 24 年 4 月 1 日以降は捕獲を許可しない。そのため、新規の飼 養登録 は行わないこと

となるが、すでに飼 養登録されている個体については、登録を更新することができる。  

 鳥類の飼養登録権限 については、既に市町 村長に委譲されている ため、登録の更新等が 適

正に行われるよう、市町村に対して以下の事項について周知徹底を依頼する。  

 また、特に小鳥の繁 殖期には違法捕 獲、違 法飼養を防止するため 、県警察本部及び各警 察

署に対して取締りの協力要請を行う。  

 

 (2)  飼養適正化のための指導内容  

①  飼養登録票の更新は、飼養個体と装着許可証（足環）を照合し確認した上で行うこと。  

②  長期更 新個体 につ い ては、個 体のす り 替え が行われ て いな いこと を慎重に 確認し た上で 更

新を行うこと。  

③  装着許 可証の 毀損等 による再 交付は 原則と して行わ ず、毀 損時の 写真や個 体の足 輪装着 箇
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所の状況等により確実に同一個体と認められる場合のみについて行うものとする。  

④  飼養登 録され た個体 を譲り受 けた者 から届 出があっ た場合 、１世 帯が複数 の飼養 をする 等

不正な飼養が行 われないようにすること。  

 

３－４  販売禁止鳥獣等の販売許可  

 (1)  方針  

 販売禁止鳥獣等の販 売許可に当たっては、 以下の①及び②のいず れにも該当する場合に 許

可するものとする。  

①  販売の目的が規則第 23 条に規定する目的に適合すること。  

②  捕獲し たヤマ ドリの 食用品と しての 販売等 、販売さ れるこ とによ って違法 捕獲や 捕獲物 の

不適切な処理が 増加し 個体数の急速な 減少を 招くなど、その 保護に 重大な支障を及 ぼすお

それのあるものでないこと。  

  

 (2) 許可の条件  

 販売許可証を交付す る場合に付す条件は、 販売する鳥獣 の数量、 所在地及び販売期間、 販

売した鳥獣を放鳥獣する場合の場所（同一地域個体群）などとする。  

 オオタカの販売許可 証を交付する場合に付 する条件は、販売する 鳥獣の数量は現に保有 す

る数量に限定すること 、販売する 鳥獣に足環 およびマイクロチップ を装着させること等と す

る。  

 

  ３－５  住宅集合地域等における麻酔銃猟の実施に当たっての留意事項  

  生活環境に係る被害の防止の目的で住宅集合地域等において麻酔銃猟をする場合につ いて

は、捕獲許可のほか、法第 38 条の２第１項の規定による都道府県知事の許可を得るととも

に、  麻酔薬の種類及び量により危険猟法に該当する場合 においては、法第 37 条の規定に

よる環境  大臣の許可を得ること。  
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第五  特定猟具使用禁止区域、特定猟具使用制限区域及び猟区に関 する事項  

１  特定猟具使用禁止区域の指 定  

 (1)  方針  

 本県では、大和平野 を中心に人家の立て込 んだ場所、レクリエー ション等の目的のため 人

が多く集まる場所、ダ ム湖周辺、果樹園、東 海自然歩道等の地域を 銃器を対象とした特定 猟

具使用禁止区域に指定しており、令和 3 年度末の指定状況は 50 箇所、 75,934ha となってい

る。  

 銃器を対象とした特 定 猟具使用禁止区域の 指定による人身に対す る危 険防止等の効果は 極

めて高く、今後も銃器 の使用に伴う事故発生 のおそれの高い区域が 確認された場合には、 必

要に応じ指定し、安全対策に努めるものとする。  

 なお、わなを対象と した特定猟具使用禁止 区域の指定は現在ない が、今後、学校や通学 路

の周辺、子供の遊び場 となっているような空 き地及びその周辺、自 然観察路及び野外レク リ

エーション等の目的の ため利用する者が多い と認められる場所、そ の他わな猟による事故 発

生のおそれの高い区域が確認された場合には、必要に応じ指定するものとする。  

 

 (2)  特定猟具使用禁止区域指定計画  
（第１１表）  

  
既指定特
定猟具使
用禁止区
域(A) 

  
本計画期間に指定する特定猟具使用禁止区域 

 

 
本計画期間に区域拡大する特定猟具使用

禁止区域 

 
R4 
年度 

 
R5 
年度 

 
R6 

年度 

 
R7 
年度 

 
R8 
年度 

 
計 

(Ｂ) 

 
R4 
年度 

 
R5 
年度 

 
R6 
年度 

 
R7 
年度 

 
R8 
年度 

 
計 

(Ｃ) 

 
銃猟に伴う危
険を予防する
ための区域 

 
箇所 

 
50 

 
箇所 

 
4 

 
3 

 

 
1 

 
2 

 
2 

 
12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 

 
面積 

 

 
75,934 

ha 

 
変動 
面積 

 
724 
ha 

 

1,672 

 

1,053 

 

1,124 

 

94 

 

4,667 

      
0 

 
わな猟に伴う
危険を予防す
るための区域 

 
箇所 

 
0 

 
箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 

 
面積 

 
0 

ha 

 
変動 
面積 

 
 

ha 

     
0 

      
0 

 
 

  

本計画期間に区域減少する特定猟具使用禁止区域 

 

本計画期間に廃止又は期間満了により消滅する特定猟具使

用禁止区域 

 
計画期

間中の

増減 

( 減 :

△)* 

 
計画終了時の

特定猟具使用

禁止区域**  
R4 
年度 

 
R5 
年度 

 
R6 
年度 

 
R7 
年度 

 
R8 
年度 

 
計 

(Ｄ) 

 
R4 
年度 

 
R5 
年度 

 
R6 
年度 

 
R7 
年度 

 
R8 
年度 

 
計 

(Ｅ) 
 

銃猟に伴う危険を予

防するための区域 

 
箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 
 

4 
 

2 
 
    1 

 
2 

 
2 
 

11 
 

0 
 

50   

 
変動 
面積 

      
0 
 

724 
   ha 

 
145 

 
1,053 

 
1,124 

 
94 

 
3,140 

 
0 

 
75,934 

   ha 

 

わな猟に伴う危険を

予防するための区域 

 
箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0 
 

0 
 

0 

 
変動 
面積 

      
0 
      

0 
 

0 
 

0 

    *  箇 所 数 に つ い て は  ( B)-(E)                          **  箇 所 数 に つ い て は  (A)+(B)-(E)       
       面 積 に つ い て は  (B) +(C)-(D)-(E)                        面 積 に つ い て は  (A)+(B)+(C)-(D)-(E) 
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 (3)  特定猟具使用禁止区域指定内訳  

（第１２表）   

 銃猟に伴う危険を予防するための区域 

年 度 特定猟具使用禁止区域指定 

所在地 

特定猟具使用禁止区域 

名称（銃） 

指定面積 指定期間 備 考 

令和 4 年度 奈良市・山添村 布目ダム 74 １０年 再指定 

奈良市 須川 420 １０年 再指定 

桜井市 桜井 30 １０年 再指定 

山添村 オークモントゴルフクラブ           100  １０年 再指定 

 

計 

  

4 

 

724 

  

令和 5 年度 御所市 御所 37 １０年 再指定 

御所市 粟阪、鳥井戸、小殿周辺 108 １０年 再指定 

御所市 御所南東部 1,527 １０年 新規 

 

計 

  

3 

 

1,672 
  

令和 6 年度 下市町 下市 1,053    １０年 再指定 

 

計 

  

1 

 

        1,053 

  

令和 7 年度 宇陀市 菟田野 441 １０年 再指定 

高取町 高取 683 １０年 再指定 

 

計 

  

2 

 

1,124 

  

令和 8 年度 山添村 上津ダム 42 １０年 再指定 

天理市 福住 52 １０年 再指定 

 

計 

  

2 

 

94 

 

１０年 

 

再指定 

 

合計 

  

12 

 

4,667 
  

 

２  特定猟具使用制限区域の指定  

 (1)  方針  

 本県では、休猟区を 指定 しておらず、休猟 区指定解除による集中 的入猟による危険の発 生

が予想されないことから、特定猟具使用制限区域は指定しない。  

 

３  猟区設定のための指導  

 (1)  方針  

 鳥獣保護区等の指定 や山地開発等による鳥 獣の生息環境の変化等 により狩猟適地も減少 し

てきているため、捕獲 対象や捕獲頭数がより コントロールされた狩 猟の実施が望まれる状 況

が生じてきている。  

 猟区は、地域特性に 応じた積極 的な鳥獣の 保護繁殖や管理狩猟を 実施できる有用な制度 で

あり、必要に応じて市町村を対象に猟区設置について指導を行うものとする。  

 

 (2)  設定指導の 方法  

 鳥獣の生息状況や可猟区域の状況を勘案し、猟区設定が可能と考えられる地域にあっては、

市町村や関係団体と検討を行う。  

 

４  指定猟法禁止区域  

 (1)  方針  

 指定猟法禁止区域に ついては、地域の鳥獣 の保護の見地からその 鳥獣の保護のために必 要

な区域であって環境大臣の指 定する区域以外について指定するものとする。  

 特に、鉛製銃弾によ る鳥獣の鉛中毒が生じ ている、 あるいは生じ るおそれのある区域に つ

いては、鳥獣の鉛中毒 の状況など現状を把握 ・分析し、関係機関、 土地所有者等との調整 を

行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の指定を進めるものとする。  

 本県において は、平成 12 年度に上北山村坂本ダム周辺の 61ha を法第 12 条第 2 項に基づく

鉛散弾使用禁止区域に指定している。  
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 鉛製銃弾以外であっ て、地域の鳥獣の保護 の見地からその鳥獣の 保護のために必要が生 じ

たときには、科学的、 客観的な情報 の収集・ 分析を行い、関係機関 、土地所有者等との調 整

を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止区域の 指定を進めるものとする。  

 

 (2)  許可の考え方  

 指定猟法禁止区域内 における指定猟法によ る捕獲等については、 指定猟法による捕獲等 に

よって地域的に鳥獣の 生息に著しい影響を及 ぼすおそれのあるなど 鳥獣の保護に支障があ る

とき、又は、指定猟法 による捕獲等によって 当該地域の動植物相に 著しい影響を及ぼすな ど

生態系の保護に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合以外に許可するものとする。  

 

 (3) 条件の考え方  

 指定猟法禁止区域内 における指定猟法によ る捕獲等の許可に当た っての条件は、許可の 期

間の限定、区域の限定 、 鳥獣の種類及び数の 限定のほか、捕獲物の 処理の方法等について 付

すものとする。  
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第六  特定計画の作成に関する事項  

１  特定計画の作成に関する方針  

 特定計画は、それぞ れの地域において対象 とする鳥獣の 地域個体 群について、科学的知 見を

踏まえながら幅広い関 係者の合意を図りつつ 明確な保護又は管理の 目標を設定し、これに 基づ

き、個体群管理、生息 環境管理及び被害防除 対策の保護又は管理事 業を総合的に講じるこ とに

より、科学的・計画的 な 保護又は管理を広域 的・継続的に推進し、 鳥獣の保護又は管理を 図る

ことにより、人と鳥獣との適切な関係の構築に資することを目的として作成するものとする。  

 

２  対象鳥獣  

(1) 第一種特定計画  

 計画の対象とする鳥 獣は、生息数の著しい 減少又は生息地の範囲 の縮小、生息環境の悪 化や

分断等により地域個体群としての絶滅のおそれが生じている鳥獣であって、生物多様性の確保、

生活環境の保全又は農 林水産業の健全な発展 を図る観点から当該鳥 獣の地域個体群の安定 的な

維持及び保護を図りつ つ、当該鳥獣の生息数 を適正な水 準に増加さ せ、若しく はその生息 地を

適正な範囲に拡大させ る、又はその生息数の 水準及びその生息地の 範囲を維持する必要 が ある

と認めら  

れるものとする。  

 

(2) 第二種特定計画  

 計画の対象とする鳥 獣は、生息数の著しい 増加又 は生息地の範囲 の拡大により、顕著な 農林

水産業被害等の人との あつれきが深刻化して いる鳥獣、自然生態系 のかく乱を引き起こし てい

る鳥獣等であって、生 物の多様性の確保、生 活環境の保全又は農林 水産業の健全な発展を 図る

観点から、当該鳥獣の 地域個体群の安定的な 維持を図りつつ、当該 鳥獣の生息数を適正な 水準

に減少させ、又はその生息地を適正な範囲に縮少させる必要があると認められるものとする。  

 近年、本県において は、とりわ けニホンジ カ、イノシシ及びニホ ンザルによる農 林業被 害等

が深刻化しているため 、本計画においてはニ ホンジカ、イ ノシシ及 びニホンザルを対象鳥 獣と

する。なお、ニホンジ カについてはこれまで 、天然記念物「奈良の シカ」の生息地である 奈良

市（平成 17 年 4 月の合併前の区域）を除いて対象としてきたが、このうち、保護管理のため の

地区区分の「管理地区（ D 地区）」について新たに計画を策定し対象とする。  

 本県のツキノワグマ については、環境省が 作成したレッドリスト において「絶滅のおそ れの

ある地域個体群」とし て位置づけられている 紀伊半島 地域個体群の 中核となっており、そ の個

体群を保護及び質的・ 量的発展を図る必要が ある。しかし、一方で 、その生息域が人間の 生活

・生産活動の場と重複 しているため、人身被 害や林業被害など様々 なあつれきを生じさせ てお

り、いかに人間とツキ ノワグマの適切な関係 を図るかが課題となっ ており、適切な管理を 求め

られている。また 、指 定管理鳥獣にツキノワ グマ（徳島県、香川県 、愛媛県及び高知県の 個体

群以外の個体群） が追加されたところである。  

そのため、本計画にお いてツキノワグマは、 管理を前提とした第 二 種特定計画を策定し保 護

及び管理を行う。  
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（第１３表）  

 

計画作成年

度 

 

計画作成の目的  

 

対象鳥獣の種

類 

 

計画の期間  

 

対象区域  

 

備    考  

 

令和 4 年度  

 

 

農林業被害を社会的な

許容範囲内に抑え、人と

ニホンジカとの適切な

関係を構築する。 

 

ニホンジカ  

 

令和 4年 4月 1日

から令和 9年 3月

31 日まで 

 

奈良市（平成

17 年 4 月の合

併前の区域）

を除く奈良県

全域 

 

平成 12 年度策定計画の

継続 

 

令和 4 年度  

 

 

農林業被害を社会的な

許容範囲内に抑え、人と

ニホンジカとの適切な

関係を構築する。 

 

ニホンジカ  

 

令和 4年 4月 1日

から令和 9年 3月

31 日まで 

 

天 然 記 念 物

「 奈 良 の シ

カ」の保護管

理のための地

区 区 分 の う

ち、「管理地

区（D 地区）」

(184 ㎢) 

 

平成 29 年度策定 

 

令和 4 年度  

 

農業被害を社会的な許

容範囲内に抑え、人とイ

ノシシとの適切な関係

を構築する。 

 

イノシシ  

 

令和 4年 4月 1日

から令和 9年 3月

31 日まで 

 

奈良県全域 

 

平成 20 年度策定計画の

継続 

 

令和 4 年度  

 

絶滅危惧地域個体群の

保護と農林業被害・人身

被害及び精神的被害対

策をもとに、人とツキノ

ワグマとの適切な関係

を構築する。 

 

ツキノワグマ 

 

令和 4年 4月 1日

から令和 9年 3月

31 日まで 

（令和 7 年 月 

日廃止） 

 

奈良県全域。 

ただし、恒常

的生息地域を

重点に実施す

る。 

 

平成 14 年度策定計画の

継続 

県の任意計画。ただし、

内容は第一種特定計画

に準じている。 

 

令和 7 年度  

 

指定管理鳥獣に指定さ

れ、絶滅危惧地域個体群

の保護と農林業被害・人

身被害及び精神的被害

対策をもとに、人とツキ

ノワグマとの適切な関

係を構築する 

 

ツキノワグマ 

 

令和  年  月  日 

から 

令和 9 年 3 月 31

日まで 

 

奈良県全域。 

ただし、恒常

的生息地域を

重点に実施す

る。 

 

令和 7 年度策定 

 

令和 3 年度  

 

人とニホンザルの棲み

分けを図り、農業被害、

生活環境被害及び人身

被害の軽減・解消、地域

個体群の安定維持を目

的とする。 

 

ニホンザル  

 

令和 3年 4月 1日

から令和 8年 3月

31 日まで 

 

奈良県全域 

 

令和 3 年度策定 
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第七  鳥獣の生息状況の調査に関する事項  

１  方針  

 近年、生物多様性の 保全や生態系の維持・ 回復という人類の生存 基盤に関わる問題が重 要視

される中、本県におい ても鳥獣の保護に対す る関心が高まってきて いる。その一方 で、山 間地

域・中山間地域を中心 にニホンジカ・イノシ シ・ ニホンザル等によ る農林水産業被害問題 が年

々、深刻さを増してき ている。そこで、人間 と鳥獣の様々な軋轢を 緩和し、適切な関係を 構築

するための施策を講じ るには、鳥獣の基礎デ ータが必要であるため 、その生息状況調査 を 行う

ものとする。  

 

２  鳥獣の生態に関する基礎的な調査  

 (1)  方針  

 第 12 次計画までに、獣類についてはニホンジカ、ツキノワグマ、イ ノシシ及びニホンザ ル

の生息調査を行った。 この調査を基に計画を 策定し、人と野生動物 の適切な関係の構築に 向

けて動き出しており、引き続き生息状況調査・被害状況調査等を実施する。  

 一方、鳥類に 関して は、特別 保護地区の指 定のための生息調査及 び ガン・カモ・ハクチ ョ

ウ類一斉調査を実施してきた。  

 本計画においては、 さらに、イヌワシ・ク マタカなどの希少種の 保護対策や都市部にお け

るカラス・ムクドリな どの有害鳥獣捕獲に頼 らない被害対策（間接 的な保護対策）を講じ る

のに必要な情報を得るため、鳥類全般を対象とした生息調査等を積極的に行うものとする。  

 

 (2)  鳥獣生息分布調査  

 県内に生息する獣類 については、環境省調 査結果と合わせて、大 型獣 を中心にアンケー ト

調査を行う。特に、ニ ホンジカ・ツキノ ワグ マ・ イノシシに関して は、検 証の一環として モ

ニタリングを毎年行う。ニホンザルについては生息分布の把握に努める。  

 また、県内に生息する（又は飛来する）鳥類全てを対象として、５ km メッシュで夏期・冬

期別生息分布・相対密 度を把握する。留鳥及 び夏鳥に関しては繁殖 状況も併せて調査する も

のとする。  

 

 (3)  ガン・カモ・ハクチョウ類一斉調査    

 ガン・カモ・ハ クチ ョウ類の越冬飛来状況 を明らかにするため、 毎年１月中旬に定点観 測

を行うものとする。  

（第１４表）  

 

対象地域名 

 

調査年度  

 

調査方法・内容  

 

備    考  

 

 

県下一円  

 

 

R4～ R8 

 

 

 種別個体数調査・現地調査  

 

1 月 15 日～17 日のカモ類センサ

スの日を中心に、その前後各 1 週

間で一斉調査を行う。 

 

 (4)  狩猟鳥獣生息状況調査  

 毎猟期終了後に提出 されるメッシュ別捕獲 報告を基に、捕獲位置 情報・捕獲 個体の性別 ・

捕獲年月日等の捕獲状 況を把握する。特に特 定計画の対象獣である ニホンジカ、イノシ シ 、

ツキノワグマについて は、捕獲報告とは別に 目撃・痕跡情報につい て狩猟者にアンケート を

行い、その把握に努めるほか、適宜必要な調査を実施する。  
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（第１５表）  

 

対象鳥獣  

 

調査年度  

 

調査内容、調査方法  

 

備  考  

 

全狩猟鳥獣 

 

ニホンジカ 

 

イノシシ 

 

ニホンザル 

 

ツキノワグマ 

 

R4～ R8 

 

R4～ R8 

 

R4～ R8 

 

R3～ R7 

 

R4～ R8 

 

種別ごとにメッシュ別捕獲報告に基づき、経年変化で把握する。 

 

メッシュ別捕獲報告及び狩猟者アンケートで目撃率・性比を把握す

る。 

 

メッシュ別捕獲報告及び狩猟者アンケートで目撃率・性比を把握す

る。 

 

メッシュ別捕獲報告に基づき、経年変化で把握する。 

 

狩猟者に対する目撃及び痕跡アンケート調査により相対密度を把握

する。 

 

捕獲報告  

 

第二種特定計画  

 

第二種特定計画  

 

第二種特定計画  

 

第二種特定計画  

 

 (5)  第二種特定鳥獣の生息状 況調査  

第二種特定計画 の対象 鳥獣であるニホ ンジカ 、イノシシ 、 ツ キノワ グマ 及びニホン ザルに

ついて、狩猟による捕 獲状況（ ツキノワグマ 、ニホンザルを除く） 、有害鳥獣 捕獲による 捕

獲状況、農林業被害状況等の把握に努め、計画の進行状況を適切に評価する。ニホンジカ（「奈

良のシカ」を除く。） については糞塊法によ る密度調査を実施する ととも に、各種指標を 用

いて、階層ベイズ法に よる個 体数推定を実施 す る。また、ツキノワ グマ についてはカメラ ト

ラップによる個体数推定 を実施する。  

 

３  法に基づく諸制度の運用状況調査  

 (1)  鳥獣保護区等の指定・管理等調査  

 鳥獣保護区の指定又 は期間更新前 に該当保 護区の 生息状況調査を 行うとともに、指定効 果

を把握するために、必要に応じて聞き取り調査等を行う ものとする。  

 

 (2)  捕獲等情報収集調査  

 県知事及び市町村長 は、 捕獲等又は採取等 の実施者に対し、 許可 証を返納させる際には 、

捕獲の場所、捕獲数、 処理の概要等に ついて の報告を行わせ るもの とする。また、鳥 獣の 保

護及び管理の適正な推 進を図る上で必要な資 料を得るため必要と認 める場合には、捕獲地 点

・日時・種名・性別・ 捕獲物又は採取物の処 理等についての更に詳 細な報告を、必要に応 じ

写真又はサンプルを添付させるなどして 求めるものとする。  

 特に、傷病鳥獣の保 護捕獲にあっては、上 記のような捕獲のデー タの収集及び収容個体 の

計測・分析等を積極的 に進め、保護及び管理 のための基礎資料とし ての活用を図るものと す

る。  

 また、必要に応じて 捕獲等又は採取等の実 施に立ち会うなどによ り、それらが適 正に実 施

されるよう対処するものとする。  
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第八  鳥獣保護管理事業の実施体制に関する事項  

１  鳥獣行政担当職員  

 (1)  方針  

 本庁においては、鳥 獣保護管理事業、狩猟 適正化事業全般を実施 し、各農林振興事務所 に

おいては、その一部を担当するとともに司 法警察員を任用して効果的な狩猟取締りを行う。  

 

 (2)  設置計画  

（第１６表）  

 

 

区   分  

 

 

現  況  

 

計画終了時  

 

 

備   考  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

専任  

 

兼任  

 

計  

 

専任  

 

兼任  

 

計  

 

 本   庁  

（ 食 農 部 農 業 水 産 振 興 課 ）  

 

 

５人  

 

 

１人  

 

 

６人  

 

 

６人  

 

 

１人  

 

 

７人  

 

鳥獣保護・狩猟行政全般 

 

 

 出   先   

（中部農林振興事務所森林共生推進課） 

 

０人  

 

 

５人  

 

 

５人  

 

 

０人  

 

 

５人  

 

 

５人  

 

 

狩猟適正化事業の一部、及び鳥獣

保護管理事業に係る事務の一部 

 

（東部農林振興事務所森林共生推進課） 

 

 

０人  

 

 

６人  

 

 

６人  

 

 

０人  

 

 

６人  

 

 

６人  

 

 

同     上  

 

 

（南部農林振興事務所森林共生推進第一

課・森林共生推進第二課） 

 

 

０人  

 

 

 

10

人  

 

 

 

10

人  

 

 

 

０人  

 

 

 

10

人  

 

 

 

10

人  

 

 

 

同     上  

 

 

   

 (3)  研修計画  

（第１７表）  

 

名  称 

 

主 催 

 

時期 

 

回数/

年 

 

規 模 

 

人数 

 

内容・目的 

 

備 考 

 

 

 

  

 

 

野生生物保護研修 

 

 

環境省 

 

 

５月 

 

 

１ 

 

 

全国 

 

 

１ 

 

 

鳥獣保護行政職員の鳥獣の生態学等専門知識の習得 

 

 

 

 

 

２  鳥獣保護管理員  

 (1)  方針  

 鳥獣の保護及び管理 又は狩猟制度について の豊富な経験及び高度 な知識を有する、鳥獣 の

保護及び管理に対して熱意のある人材を任命する。  

 その定数は、旧市町 村毎に 1 名ずつの 47 名と、鳥 獣生息調 査、鳥獣 保 護思想の普及啓発等

を専らとする、活動範囲が県内全域の 3 名の計 50 名を基準設置数とする。  

 

 (2)  設置計画  

（第１８表）  

 

基準設置数 

 

（A） 

 

R3 年度末 

 

年 度 計 画 

 

人員(B) 

 

充足率(B/A) 

 

R4 年度 

 

R5 年度 

 

R6 年度 

 

R7 年度 

 

R8 年度 

 

計(C) 

 

充足率(C/A) 

 

人  

５０  

 

 

 

人  

４８  

 

 

 

％  

９６  

 

 

 

人  

２  

 

 

 

人  

０  

 

 

 

人  

０  

 

 

 

人  

０  

 

 

 

人  

０  

 

 

 

人  

５０  

 

 

 

％  

１００  
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 (3)  年間活動計画  

（第１９表）  

 

        

活動内容  

 

 

実  施  時  期  

 

 

備  考  

 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

鳥獣保護区等の管理 

狩猟等取締りの実施 

狩猟者等の指導 

鳥獣生息状況調査 

鳥獣保護思想の普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4)  研修計画  

（第２０表）  

 

名   称  

 

主   催  

 

時  期  

 

回数 /年  

 

規  模  

 

人数  

 

内容・目的  

 

備  考  

 

鳥獣保護管理

員研修 

 

県  

 

4 月  

 

1 回 /1

年  

 

全県  

 

50 人  

 

鳥獣保護管理事業の遂行に必要

な関係法令等の専門的知識の習

得。 

 

  

３  保護及び管理の担い手の育成及び確保  

 (1)  方針  

 狩猟者は地域の自然 環境に精通しており、 環境のモニターとして も地域社会に大きく貢 献

してきている。また、 有 害鳥獣捕獲や特定計 画実行の担い手として 重要な役割を果たして い

るなど、その重要性は益々大きくなってき ている。  

 そのため、鳥獣の保 護及び管理の担い手と して、鳥獣の生息状況 の把握や個体群管理の た

めの捕獲又は採取等の 活動を鳥獣等の生態を 踏まえ て実施する こと のできる狩猟者の確保 及

び育成が図られるように、そのための研修等に努めるものとする。  

 

 (2)  研修計画  

（第２１表）      

 

名  称 

 

主  催 

 

時 期 

 

回数/年 

 

規 模 

 

人数 

 

内容・目的 

 

備 考 

 

安 全 技 術

向上研修 

 

県 

（(一社)奈良県

猟友会へ委託） 

 

  5 月 

 ～ 

  11 月 

 

7 回/年 

 

全県 

 

500 人 

(年間) 

 

わな猟及び銃猟免許所持者に対

し、わな猟及び銃猟の安全技術向

上のための指導を行う。 

 

 

 (3)  狩猟者の確保 及び育成の ための対策  

 本県における狩猟 免 許所持者及び狩猟者登 録者数を確保するため 、現役営農者をはじめ 、

農林業関係者の新規免許取得を促進するための講習会を行う。  

 

 (4)  認定鳥獣捕獲等事業者の 育成・確保  

 認定鳥獣捕獲等事業 者は、指定管理鳥獣捕 獲等事業の受 託者とし て 鳥獣の捕獲等に携わ る

事に加え、将来的には 鳥獣の生息状況の調査 や計画策定、モニタリ ング及び評価等にも関 与

する等、地域の鳥獣の管理の担い手と なることが期待される。  

 そのため、鳥獣の捕 獲等に係る安全管理体 制や従事者の技能・知 識が一定の基準に適合 し

ているものについて、 適切かつ効果的な鳥 獣 の捕獲等をする事業者 であるとして認定する も

のとし、その育成、確保、活用に努めるものとする。  

 

４  鳥獣保護管理施設の設置  

 (1)  方針  

 傷病鳥獣の保護 等の 鳥獣保護思想の普及啓 発、鳥獣の保護及び管 理の拠点とすることを 目

的として、支援のための機能を有する 鳥獣保護施設をうだアニマルパーク内に設置している 。 
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 (2)  鳥獣保護管理施設  

（第２２表）  

 

名 称 

 

整備年度 

 

施設の所在地 

 

面積 

 

施設の概要 

 

施設の内容 

 

利用の方針 

 

備考 

 

うだ・ア

ニマルパ

ーク 

鳥獣保護

施設 

 

H19 

 

 

宇 陀 市 大 宇 陀 

    下竹 43 

 

    ㎡ 

255 

 

傷病鳥獣の救護・療養

施設 

 

保護管理棟 

獣類保護棟 

鳥類保護棟 

 

傷病鳥獣の野生復帰を目

指すための機能を有した

施設。 

 

 

５  取締り  

 (1)  方針  

 適正な鳥獣行政を推 進するために、狩猟取 締り及びその体制の強 化を図る。また、緊急 取

締りに対しては、県警 察本部及び各警察署と 密接に 連絡を取 りなが ら 、迅速に違反行為に 対

処するものとする。  

 

 (2)  年間計画  

（第２３表）  

 

 

事 項 

 

 

実 施 時 期 

 

 

備 考 

 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

密猟の取締り  

無許可飼養者及び販売業者

への立入検査 

狩猟期間中の違反の取締り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６  必要な財源の確保  

 鳥獣保護管理事業 の 財源として、狩猟税（ 目的税）の趣旨を踏ま え、鳥獣の保護及び管 理

並びに狩猟に関する行政の実施に対し、効果的かつ適正な支出を図るものとする。  
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第九  その他  

１  鳥獣保護管理事業をめぐる現状と課題  

 近年、絶滅のおそれ のある鳥獣の種類が増 加 している一方 で、ニ ホン ジカやイノシシな ど

の一部の鳥獣が地域的 に増加又は分布を拡大 しており、農林水産業 や生態系に被害を及ぼ し

ている実態がみられる 。特にニホンジカ の増 加は、植物又はそれに 依存する生物の減少、 植

生の荒廃又は裸 地化の 進 行等、生物多様性に 深刻な影響を与える。 このような場合には、 被

害防除対策の実施とと もに、これらの鳥獣を 適正な個体数に誘導す るなどの 適切な管理が 必

要となる。  

 一方、生息数が減少 し、種の存続に支障を きたすおそれが生じて いる鳥獣や、生息域の 分

断等により地域的に絶 滅のおそれが生じてい る地域個体 群について は 、安定して存続可能 な

個体数を維持できるよ う、生息環境の整備等 による保護の取組が必 要である。 特にツキノ ワ

グマは、全国的に 目撃 や出没が増加している ことから指定管理鳥獣 に 追加され、農林業被 害

・人身被害が懸 念されることから保護とともに管理の必要性も 高まっている。  

 これらを踏まえ、関 係者間の合意を図りな がら鳥獣保護管理事業 を実施していくものと す

る。  

 

２  狩猟の適正化  

 狩猟鳥獣の種類、区 域、期間又は猟法の制 限、狩猟者の登録数の 制限、狩猟に係る各種 規

制区域の指定等の各種 制度を総合的に活用す ることにより、 本県の 事情に応 じた狩猟の場 の

設定又は狩猟鳥獣の捕 獲数や期間の制限等を 必要に応じてきめ細か に実施し、狩猟による 捕

獲の適正な管理に努める。  

 

３  傷病鳥獣救護への対応  

 傷病鳥獣の救護につ い ては、傷病鳥獣救護 獣医師 制度及び 傷病野 生 鳥獣保護しようボラ ン

ティア制度の充実強化 を図り、野生生物は国 民全体の財産であると の観点から、県民参加 の

もとに救護にあたる。  

 さらに、ヒナ及び出 生後の幼獣を傷病鳥獣 と誤認して救護収容を 行うこと等、人間が必 要

以上に鳥獣と関わることのないよう、県民に対して周知徹底を図る ものとする。  

 なお、救護個体の人 獣共通感染症、家畜伝 染病等の感染の有無を 把握し、関係機関と調 整

のうえ適切に対応するものとする。  

 

 

 

 

保護しようボランティア（県民）
給餌・リハビリ・飼養

救護獣医師
一次治療・指導

奈良県農業水産振興課
（救護活動の窓口）

相談・指導ボラ
ンティアの依頼、

登録

傷病鳥獣の受
け取り、飼い方

の相談

連絡
協力

うだ・アニマルパーク

鳥獣保護施設
二次治療
指導

管理運営

終生飼養
研修・相談

救護獣医師、保護しようボランティア、県との協働による傷病鳥獣救護体制イメージ

うだ・アニマルパーク

鳥獣保護施設
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  傷 病 野 生 鳥 獣 救 護 の ス キ ー ム      

 

県民が傷病鳥獣を保護 等した場合、県農業水産振興課又は市町 村に連絡するよう依頼 す

る。（ヒナや幼獣等を誤 って保護することのないよう周知する。）  

 

傷病鳥獣救護獣医師制度及び傷病野生鳥獣保 護しようボランティア制度の説明を行い 、

最寄りの救護獣医師を紹介し、搬入を依頼する。  

 

原則、保護した者が最寄の救護獣医師へ連絡し、了解を得たうえで自ら搬入す る。  

 

 

一次治療が終了した時点で野生復帰できる個体は県で引き取り適切な場所で放鳥獣を 行

う。（救護獣医師が放鳥 獣を行う場合もある。）  

 

野生復帰までに二次治療、リハビリが必要な個体は県で引き取り、うだ・アニ マルパ ー

ク又は保護しようボランティアで飼養する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１

２

３

４

５

県民 県(農業水産振興
課)

傷病野生鳥獣
を保護！

１

救護獣医師
を紹介

２

傷病野生鳥獣
を救護獣医師
へ持ち込み

放
鳥
獣

救護
獣医師

保護しよう
ボランティア

登録依頼

登
録

うだ・アニマル
パーク

治療

リハビリ

二次治療
不要

リハビリ

二次治療
必要！

県で引き取り

引き取り（県）

持ち込み

リハビリ
飼養

二次治療
リハビリ

持ち込み

放鳥獣

連絡

紹介
３

４

持ち込み（県民）

５

放鳥獣

終生飼養（野生復帰不可）

放鳥獣
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４  感染症への対応  

 生物多様性の確保、 人の生活、家畜の飼養 等に影響の大きい鳥獣 由来の感染症に備え、 専

門的な知見に基づく情 報収集や鳥獣の感染状 況等に関する調査をは じめ、関 係部局と連携 し

たサーベイランス等を 実施し、情報の共有を 行う。また、それらの 感染症が発生した場合 に

迅速かつ適切に対応できるよう、事前に国及び県内の関係機関との連絡体制を整備する。  

 鳥獣の関わる感染症 は、鳥獣行政 のみなら ず公衆衛生、家畜衛生 、動物愛護管理行政等 の

多くの担当部局に関連 するものもあるため、 これらに関係する部局 が連携して対策を実施 す

ることが必要である。 また、関係機関等に加 え、国民や地域住民に 対して適切な理解を促 す

などの普及啓発を行う。  

 

  (1) 高病原性鳥インフルエンザ  

 人獣共通感染症であり、かつ、家畜への影響 も大きいことから、「死亡野鳥調査実施要領」

に基づきウイルス保有 状況調査等を実施する 体制を整備すると とも に、家畜衛生部局等と 連

携しつつ適切な調査に 努める。また、野鳥の 異常死の早期発見や発 生時の対 応体制を強化 す

るために、野鳥の生息 状況の把握、死亡野鳥 調査等 の野鳥サー ベイ ランス及び野鳥緊急調 査

等を実施する人材の育 成・確保に努める。さ らに、高 病原性鳥イン フルエンザと野鳥との 関

わりや野鳥との接し方等について、住民への情報提供や普及啓発等を適切に実施する。  

  

   (2)  豚熱 (CSF)、アフリカ 豚熱 (ASF) 

 平成 30 年に国内で 26 年ぶりに発生して以降、野生イノシシにおける豚熱 (CSF)感染が継

続して確認さ れ ている ことから、家畜 衛生部 局等と連携しな がら野 生イノシシにお ける感

染確認検査を実 施する ととも に、周辺 府県や 関 係市町村と連 携しな がら捕獲強化等 の対策

を一層推進するこ とにより、感染収束に努める。なお、狩猟者や捕獲従事者に対しては「 CSF

・ ASF 対策としての野生イノシシの捕獲等に関する防疫措置の手引き（令和元年 12 月環境

省・農林水産省公表）」等に基づいた防疫措置 を徹底し捕獲を実施するように指導する 。  

 アフリカ豚熱 (ASF)については、現在国内での感染はないが中国等アジア地域で広く感染

が拡大しており 、国内 への侵 入リスク が高ま っている。アフ リカ豚 熱ウイルスが国 内に侵

入し、野生イノ シシに 蔓延した場合は 、その 影響が大きいと 考 えら れることから、 家畜衛

生部局等と連携 ・協力 しながら、野生 イノシ シにおける感染 確認検 査実施や監視体 制の強

化により、万が 一の侵 入時 に早期発見 が可能 な体制及び、国 内でア フリカ豚熱の感 染が確

認された場合に、速やかに必要な措置を講じることができるよう侵入確認時に必要な体制、

の整備に努める。  

    

  (3) その他感染症  

 上記以外の感染症に ついても、可能な限り 、情報収集やリスクの 評価を行い、鳥獣の 保 護

及び管理に当たっての対応について検討することが必要である。  

 例えば、口蹄疫等 の 家畜伝染病や、 SFTS（重症熱性血小板減少 症 候群）等の既に国内 での

感染者がみられている 人獣共通感染症、ウエ ストナイル熱等の現在 国内での感染はないが 国

内で発生した場合に 家 畜や希少動物等への影 響が懸念される感染症 について、鳥獣におけ る

感染状況を早期に発見 し、対応できるよう、 情報収集・ 監視に努め る。また、鳥獣の異常 死

又は傷病鳥獣の状況等 の把 握、それら傷病個 体等における感染症に 関する検査等を通じた 監

視・注意喚起等や、関係部局や関連機関との 情報共有に努める。  

          

５  普及啓発  

 (1) 鳥獣の保護思想の普及  

①  方針                                      

 市町村、学校及び関 係団体等の協力のもと 、広く県民に鳥獣保護 思想の普及 啓発を行う も

のとする。  

 また、鳥獣への 安易 な餌付けや鳥獣の違法 捕獲等が行われること がないよう、県民に対 し

てその周知徹底を図るものとする。  
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②  事業の年間計画  
 

（第２４表）  

 

 

事業内容 

 

 

実   施   時   期 

 

 

備 考 

 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

広報 

ポスター展示 

パンフレット配布 

研修会・講演会 

探鳥会 

愛鳥週間ポスター原画募集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  愛鳥週間行事等の計画  

                                                （第２５表）  

 

 

 

令和 4～ 8 年度  

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛鳥週間行事  

 

 

 

 

ポスターの掲示 

野生生物保護モデル校の指定 

探鳥会の実施 

パンフレット等普及啓発物品の配布 

 

鳥獣保護実績発表大会  

 

期間内に一回 

 

その他  

 

 

 (2) 安易な餌付けの防止  

鳥獣への安易な餌付けは、人の与える食物への依存、人馴れが進むこと等による人身被害、

農作物被害等の誘因と なり、生態系や鳥獣保 護管理への影響が生じ るおそれがある。この た

め、地域における鳥獣 の生息状況や鳥獣被害 の発生状況を踏ま えて 、鳥獣への安易な餌付 け

の防止に係る普及啓発 を積極的に推進するも のとし、その際には 以 下の点 について留意す る

ものとする。  

      ①  安易な餌付け行為 が鳥獣に与える影響について県民の理解を得ること。  

      ②  観光事業者や観光客による鳥獣への安易な餌付けの防止を図ること。  

      ③  生ごみや 未収 穫作物等の 不適切な 管 理、耕作放 棄地の放 置 等、結果と して餌付 け となる行

為の防止を図ること。  

 

  (3) 野鳥の森等の整備  

 本県の森林は、そ の 95%が民有林であるこ と 、また、天然の湖沼 が 皆無に等しいこ となど

から、野鳥の森等の設 置は非常に難しいが、 都市型公園の整備状況 や人造湖周辺の状況 等 に

留意しつつ、設置対象地の検討に努めるものとする。  

 

 (4) 野生生物保護モ デル校の指定  

①  方針  

 第 9 次計画より愛鳥モデル校を野生生物保 護モデル校と改めて指定してきたが、本計画

においても、広 く自然 全般に親しみ、 自然の 仕組みを理解し 、直接 的な自然保護思 想の普

及に努めるため 、小・ 中学校、その他 学校 等 を対象に野生生 物保護 モデル 校を指定 してい

く。  

②  指定期間  

 5 カ年間  

③  モデル校に対する指導内容  

 パンフレットの配布・ 図書の配布・ポスター掲示・講演会等  
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④  指定計画  

（第２６表）     

 

 

 

 

 

令和４年度 

 

令和５年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 

 

令和８年度 

 

既設 

 

新設 

 

計 

 

既設 

 

新設 

 

計 

 

既設 

 

新設 

 

計 

 

既設 

 

新設 

 

計 

 

既設 

 

新設 

 

計 

 

小学校 

 

75 

 

1 

 

76 

 

76 

 

1 

 

77 

 

77 

 

1 

 

78 

 

78 

 

1 

 

79 

 

79 

 

1 

 

80 

 

中学校 

 

40 

 

1 

 

41 

 

41 

 

1 

 

42 

 

42 

 

1 

 

43 

 

43 

 

1 

 

44 

 

44 

 

1 

 

45 

 

その他の学校等 

 

    

 

 

 

 

 

    

 

 

    

 

 

1 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

  

 

 

1 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 (5) 法令の普及徹底  

①  方針  

 鳥獣に関する法令のうち、法第 8 条の鳥獣の捕獲等または鳥類の卵の採取等の規制の制

度（法第 12 条第 1 項に基づくかすみ網の使用、法第 16 条に基づく捕獲目的の所持及び販

売等の規制並びに法第 12 条第 1 項に基づくとりもち等の使用規制を含む。 ）、法第 13 条

第 1 項に基づき捕獲等に許可を要しない鳥獣、鳥獣飼養登録制度、指定猟法禁止区域、法

第 18 条に基づく捕獲物又は採取物の放置の禁止に関する事項、法第 26 条に基づく鳥獣等

の輸入等の規制、法 第 35 条に基づく特定猟具使用禁止区域等、法第 80 条第 1 項に基づく

本法の適用除外 等特に 県民に関係のあ る事項 あるいは法改正 により 追加、変更さ れ た事項

については、その周知徹底を図るものとする。  

 また、鳥獣関 係法令 違反を撲滅する ため、 法令の普及徹底 に努め るとともに違法 行為の

取締りを行うものとする。  

 計画期間内の 取締り の重 点事項は、 狩猟違 反取締り、密猟 取締り 、違法飼養の取 締り等

とし、県警察本部及び各警察署等と連携を図り ながら実施するものとする。  

 

②  年間計画  

（第２７表）  

 

        

重点項目 

 

 

 

実 施 時 期 

 

 

実施方法 

 

 

 

     

対象者 

 

 

 

４月 

 

 

５月 

 

 

６月 

 

 

７月 

 

 

８月 

 

 

９月 

 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

１月 

 

 

２月 

 

 

３月 

 

 

鳥獣の捕獲に

ついての法令

知識の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各警察署との連携 

・ホームページ等 

 

 

 

・一般県民 

・狩猟者 

 

 

 


